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基本計画 

第１章 共に支え合い安心して暮らせるまち 

1-1 地域福祉 

関連する SDGs 

     

    

 

目指す姿 
本町に住む誰もが住み慣れた地域で、助け合い、支え合いながら暮らせる地域共生

社会の実現を目指します。 

 

現状と課題 

〇急速な人口減少・少子高齢化や世帯の多様化、生活スタイルの変化等により、社会構造が大きく

変化し、様々な困難を抱える人が増加してきています。 

〇地域福祉を進めるためには、高齢者同士でも支え合うことが必要です。そのためには、高齢者を対

象とした地域ふれあいサポーターの養成や小地域ネットワーク事業の積極的な推進による、地域

共生社会の実現に向けた考え方や活動の活性化が求められます。 

〇公的サービスだけでは対応できない地域生活に密着したきめ細かな福祉サービスを提供するため

には、地域福祉活動の要としての役割を担っている社会福祉協議会とより一層連携を深めていく

必要があります。 

〇一層高まる介護サービス需要に対応するため、福祉分野への多様な人材の新規参入を促進する

ための取組や、次世代を担う小・中・高校生に対して福祉職の興味や関心を高め、就労のきっかけ

づくりとなるような取組を充実させていくことが必要です。 

〇ひとり親家庭は年々増加傾向にあり、生活の安定と自立の促進に向けた幅広い支援体制が求めら

れており、相談体制の充実や経済的自立に向けた支援が必要となっています。 

 

 

① 地域福祉の総合的な推進 

■行政区や社会福祉協議会等を中心に、地域住民が地域課題を主体的に把握し、解決を目指す

活動を支援します。 

■行政区や民生委員・児童委員、各種団体、事業者等と連携しながら、地域住民の生活を見守る

活動を支援します。 

■地域の生活課題に対する解決力と地域力の強化を図るため、住民や事業者、ボランティア団体

等との連携と協働を推進します。 

施策と取組内容 
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■地域福祉に関する情報提供と相談支援体制の充実に努めます。 

■社会福祉協議会、老人クラブ、ボランティア団体や地域における通いの場の活動を支援します。 

② 福祉の心の醸成 

■住民が持つ知識や経験を地域福祉活動に活かせるような各種講座の開催、地域福祉活動の

機会の提供により、担い手の確保に努めます。 

■学校教育における様々な活動への参加体験、生涯学習の場等を通して、福祉教育の充実を図

り、子どもの頃から思いやりの心を育むとともに、あらゆる人々の多様性の理解を深めます。 

■高齢者・障がいのある人と子ども・若い世代が交流できる機会を創出します。 

■ボランティアに関する周知・啓発を行うとともに、ボランティア活動を支援します。また、福祉活動

への興味関心を高める機会を創出します。 

③ 相談支援体制の充実 

■高齢者や障がいのある人、子育て世帯の保護者、生活困窮者、ひきこもり等に関する相談対応

に取り組むとともに、あらゆる人の困りごとを総合的に支援・解決できる重層的な相談支援体制

を構築します。 

■地域生活課題を抱える人を総合的に支援するため、役場内の組織横断的な連携体制の充実を

図ります。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

介護予防教室等参加者数 2,304人/年  3,000人/年  

ふれあいサポーター登録者数 ９２人  122人  
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1-2 子育て支援 

関連する SDGs 

      

   

 

目指す姿 
次代を担う子どもたちの健やかな成長のため、地域全体で子育てを支援する環境

づくりを推進します。 

 

現状と課題 

〇本町では、子育てを社会全体で支援する環境づくりを進め、多様化する子育てニーズに対応する

ため、延長保育や土曜保育、一時預かり事業、子育て短期支援事業、ファミリーサポートセンター事

業を実施し、子育て支援サービスの充実を図ってきました。 

〇子育て世帯の経済的な負担を軽減するため、赤ちゃん誕生祝金の贈呈や保育料の軽減、副食費

の無償化など、まち独自で支援を進めてきました。今後も多様な子育てニーズを把握しながら、適

切な支援を行っていくことが求められています。 

〇子育て世帯の不安解消と孤立防止のため、子育て支援センター等で育児に関する相談支援を行

っており、子育て包括支援センターの設置により、妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援体制

を構築しています。また、関係機関と連携を図り、児童虐待の未然防止や早期発見に努めています。 

〇乳幼児の発育や発達の遅れを早期に発見し、発達の遅れや障がいのある子どもに対しては、身近

な地域で必要な療育や相談・指導を行う支援体制の充実が求められており、南十勝４町村の共同

運営による南十勝こども発達支援センターの指導体制の更なる充実が必要となります。 

〇放課後児童対策では、学童保育所を設置し、安心して預けられる支援体制の充実を進めてきまし

た。今後の課題としては、障がい児デイサービスや児童館機能を付加するなど、すべての児童が自

由に遊び、利用できる居場所の確保が求められています。 

〇乳幼児及び児童医療費の一部を助成することにより、疾病の早期診断と早期治療を促進し、健康

の向上と福祉の増進を図る必要があります。 

〇令和４（2022）年４月から大樹南・北保育園を統合して新たに「認定こども園たいき」を開園し、保

育体制の充実を進めてきており、今後も支援ニーズを把握しながら、適切な支援を行っていくこと

が求められています。 

 

施策と取組内容 
 

① 地域における子ども・子育て支援 

■子育てに対する不安感・負担感の軽減を図るため、ファミリーサポートセンターなど、各種の子ど

も・子育て支援サービスを提供するとともに、多様な子育てニーズに対してきめ細かく相談、情報

提供を行い、必要なサービスにつなげます。 
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■子育て支援センターでは、子育て世帯が交流できる場所や子育て情報を提供するとともに、育

児相談等の支援体制の充実に努めます。 

■学童保育所では、地域と連携を図りながら多世代交流を推進します。 

② 幼児教育・保育の充実 

■子どもたちが豊かな体験から個々の発達を促すことができる質の高い教育・保育の提供に努め

します。 

■潜在的人材の発掘や各種研修の実施・参加等に積極的に取り組むことで、保育教諭の確保・

定着や資質の向上を図ります。 

■子どもたちが安心安全な生活を送ることができるよう、施設・設備の整備、防犯・防災の安全対

策を進めます。 

③ 仕事と子育ての両立支援 

■保護者の多様な働き方に対し、学童保育所や延長保育等の多様な保育サービスを提供します。 

■家族が協力して行う子育てを推進するほか、仕事と子育ての両立に向けた環境づくりを進めま

す。 

④ 子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり 

■すべての妊婦や子育て家庭が、安心して出産・子育てができるように、妊娠期から出産・子育て

まで一貫して身近な相談に応じ、必要な支援につなぐ伴走型相談支援を実施します。 

⑤ 支援が必要な子ども・家庭への支援 

■子どもの障がいの程度や発達段階に合わせた療育の場を確保し、継続的な支援を行うととも

に、関係機関との連携により、障がいの早期発見、早期療育に取り組みます。 

■児童虐待やヤングケアラー※１等に関する知識の普及や相談体制の充実を進めるとともに、児童

虐待等の早期発見や予防、適切な支援に努めます。 

■ひとり親家庭等の暮らしの安定のため、経済的な援助や就労支援、日常生活への支援等を行

います。 

■児童手当をはじめとする各種手当の支給、子ども医療費や不妊治療費等の助成を実施し、経

済的負担の軽減を図ります。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

出生数 ３５人/年 ４０人/年 

 

※１ ヤングケアラー 

    本来大人が担うことが想定される家事や家族の世話等を日常的に行っている 18歳未満の若者。  
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1-3 高齢者福祉 

関連する SDGs 

     

    

 

目指す姿 
すべての高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らすことができる環境づくりを目

指します。 

 

現状と課題 

〇本町では、関係機関の連携により、高齢者福祉に関わるサービスの充実に努めていますが、これを

更に深めるため、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシス

テム」の深化、医療・介護や高齢者が多世代とふれあえる住環境が近接した集約型まちづくりを目

指していくことが必要です。 

〇町内には、本町が運営する特別養護老人ホームのほか、民間の老人保健施設等の介護に関わる

施設があり、入所のほか、通所による介護・リハビリテーション等が行われています。 

〇本町では、地域包括支援センターを中心とし、関係機関との連携やサービスの調整を図りながら、

介護予防や介護に関する各種サービスの提供、相談等を行っています。 

〇多種多様化する高齢者の課題に対し、日常生活支援総合事業の充実・推進、認知症高齢者施策

や生活支援体制整備、在宅医療と介護の連携の推進、高齢者虐待や権利擁護、介護負担の軽減

等の地域支援のシステムづくりも大きな課題となっています。 

〇高齢者の健康づくりや生きがいづくりを支援するとともに、高齢者の自立と社会参加活動の促進を

進め、高齢者が活躍する場や居場所づくりのあり方も見直す必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 高齢者福祉の総合的な推進 

■すべての高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、福祉サービスや住まい、

見守り体制等、生活支援体制の充実を図ります。 

■地域包括支援センターを中心に地域課題を把握しながら、事業者、地域住民など、多様な主体

が参画する地域主体の生活支援サービスの提供体制を構築します。 

■多職種が連携して、在宅医療と介護を一体的に提供できる環境づくりに努めます。 

■認知症や虐待等により、権利擁護の観点から支援が必要な高齢者に対し、適切な支援を行い

ます。 

② 介護予防の充実 

■高齢者の身体・生活状態を調査し、要支援・要介護状態になるおそれのある高齢者に対して積

極的にアプローチし、状態の改善につなげます。 
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■フレイル※１になることを予防、または重度化防止するため、すべての高齢者を対象とした運動機

能向上の場を提供するとともに、栄養改善、口腔ケア等の介護予防プログラムを実施します。 

■認知症の早期発見、早期対応ができる環境づくりに努めます。 

③ 介護サービスの充実 

■多様な介護サービスのニーズに対応できるよう、必要な介護サービスの確保を図ります。 

■介護支援専門員やサービス事業者に対して、介護給付の適性化や質の高いサービスの提供に

向けた指導や支援を実施し、安定的かつ円滑な制度運営を行います。 

■介護事業所の人材育成、人材確保に向けた取組の支援を行います。 

④ 生きがい対策の推進 

■生涯現役社会を目指し、就労意欲のある高齢者が年齢にかかわりなく働くことのできる環境づ

くりに努めます。 

■高齢者が自分の能力や趣味を活かし、健康を維持しながら生きがいを持って生活できる環境づ

くりや、地域の中での居場所づくりを支援するとともに、地域の担い手として活躍する機会を拡

大します。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

要介護・要支援者数 ４１６人  346人  

 

※１ フレイル 

健康な状態と要介護状態の中間に位置し、身体的機能や認知機能の低下が見られる状態。 
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1-4 障がい福祉 

関連する SDGs 

     

    

 

目指す姿 
地域の中で障がいのある人に対する理解が深まり、障がいがあっても住み慣れた地

域で自立して生活できる地域社会の実現を目指します。 

 

現状と課題 

〇障がいのある人に関する福祉問題は複雑多様化してきており、障がいの有無によって分け隔てられ

ることなく、障がいのある人もない人も相互に人格と個性を尊重し合いながら、暮らすことができる

地域共生社会の実現が求められています。 

〇障がいのある人が住み慣れた地域で安心して生活していくためには、福祉サービスをはじめとし、

保健・医療・教育・雇用・生活環境など、生活全般にわたる様々なサービスの充実が求められてい

ます。 

 

施策と取組内容 
 

① 障がい福祉の総合的な推進 

■障がいのある人が住み慣れた地域で暮らすことのできるよう、障がい特性に応じたサービスの

提供や相談支援を行います。 

■障がいのある人の生活上の負担軽減を図るため、医療費等を助成します。 

■関係機関による連携、支援体制を整備し、地域における居住支援のための機能の充実を図りま

す。また、障がいのある人の日中活動の場の充実を図ります。 

■事業所の人材育成、人材確保に向けた取組の支援を行います。 

② 社会参加と理解の促進 

■障がいのある人が気軽に外出や社会参加できるよう、外出支援の充実を図ります。 

■障がいのある人が地域において、スポーツ・文化活動に親しむことのできる環境を整備し、社会

参加を促進します。 

■障がいに対する理解を深め、障がいを理由とする差別の解消を図るために、障がいのある人と

ない人との相互理解と交流を促進します。 

③ 雇用・就労の促進 

■就労のために必要な知識や情報を提供し、障がいのある人の就労支援を行います。 

■障がいのある人が安心して働き続けられるよう、適性に応じた働く場の確保のために、就労と生

活を支える関係機関の活用・連携を強化します。 
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施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

福祉的就労※１支援利用件数 ２３１件/年  ３５1件/年  

 

  ※１ 福祉的就労 

    障がいのある人が症状や体調に合わせてサポートを受けながら、障がい者就労施設で働くこと。 
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1-5 保健・医療 

関連する SDGs 

      

   

 

目指す姿 
住民一人一人が自ら健康づくりや疾病予防に取り組み、生涯にわたり健やかな生

活を送ることのできるまちを目指します。 

 

現状と課題 

〇親と子の健康づくりについては、妊娠期から乳幼児期までの各種健康診査をはじめ、母子の健康

を守り、安心して妊娠、出産、子育てができるよう、各種事業を行っています。 

〇本町の小・中学生は、全国・全道より肥満者の割合が高く、こどもミニドック（小学４年生～高校３年

生）の結果では、脂質異常・肝機能異常・高尿酸が見られ、肥満のあるなしに関わらず異常所見

が見られます。乳幼児期から保護者も含め、適切な生活習慣を身につけることが大切です。 

〇乳幼児から高齢者まで、すべてのライフステージの歯科健康診査・歯科指導を実施しています。む

し歯や歯周病予防だけではなく、歯の喪失防止や口腔機能を維持することが全身の健康状態にも

影響するので今後も継続する必要があります。 

〇特定健康診査・特定保健指導の受診や高血圧・糖尿病等の生活習慣病の発症予防・重症化予防

が重要であり、特に若年のうちから自分の健康状態を知る機会が必要になっています。 

〇精神障がいのある人やこころの悩みを抱えている人が気軽に相談を受けられる体制を整えておく

必要があります。こころの健康づくりに関する知識や相談窓口の普及・啓発など、自殺予防対策を

実施しています。 

〇本町には、町立病院をはじめ、診療所２か所の医療機関があります。町立病院の標榜診療科目は、

内科・外科・小児科・整形外科・眼科・泌尿器科・皮膚科・耳鼻咽喉科の８部門で、一般病床５０床

と一般外来及び救急外来等に対応するため、医師をはじめとする医療従事者の確保や医療機器

等の整備の充実が必要です。 

〇健康づくり事業、健康診査、予防接種、事業所健康診査、保育園・学校保健事業等を実施している

ほか、訪問診療、訪問看護も行っています。今後も、関係機関との連携を深めながら、地域医療体

制の充実に努めていくことが求められています。 

〇十勝圏では、帯広市を中心に２次・３次医療体制が整備され、１次・２次医療を担う町村、医療機関

との機能分担が進んでいます。町立病院では、本町及び近隣町村の１次・２次医療を担っており、２

次・３次医療機関への橋渡し役として、連携を迅速に行う体制の充実が必要です。 
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施策と取組内容 
 

① 健康づくりの推進 

■安心して妊娠・出産・子育てができるよう、各種健康診査・事業を実施します。 

■乳幼児期のむし歯予防から高齢者の口腔機能低下予防まで、生涯を通じた切れ目のない歯科

保健事業を実施します。 

■特定健康診査や特定保健指導、後期高齢者健康診査の受診勧奨や重症化予防対象者への

保健指導を継続・強化し、生活習慣病等の発症予防や重症化予防を図ります。 

■４０歳未満の検診の受診勧奨を継続し、生活習慣病の発症予防を図ります。 

■がん検診やその他の検診の受診勧奨により、受診者数を増やし、疾病の早期発見、早期治療に

つなげます。 

■町内の事業所と連携し、健康づくりを支援します。 

■こころの健康づくりに関する知識や相談窓口の普及・啓発等の取組を継続します。 

■事業者や関係機関と連携し、自殺対策を推進します。 

② 感染症対策の推進 

■予防接種の正しい知識の普及・啓発を図り、接種率の維持・向上に努めます。 

■感染症への危機管理対策を講じます。 

③ 地域医療体制の充実 

■町立病院において良質な医療を提供できるよう、医療従事者の確保、施設の整備や医療機器

の充実を図ります。 

■圏域や近隣自治体、医療機関と調整し、地域医療体制の充実を図ります。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

特定健康診査受診率 （R4見込） 55.7％ 60.0% 

  



11 

 

1-6 社会保障 

関連する SDGs 

     

    

 

目指す姿 
生涯にわたって安心した生活を送ることができるよう、医療・介護等の社会保障制

度の適切な運用に努めます。 

 

現状と課題 

〇低所得者福祉については、民生委員児童委員やケースワーカー※１、社会福祉協議会と連携を図り

ながら、低所得者世帯に対して生活保護の申請や生活福祉資金の貸付け等を行っています。 

〇国民健康保険事業については、医療費の抑制や運営の効率化による経費節減等に努め、今後も、

健全な国民健康保険事業の運営を進めていくことが必要です。 

〇高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、北海道後期高齢者医療広域連合により医療制度を

運営していますが、被保険者数の増加に伴い医療費が増加していることから、保険料の円滑な徴

収等による健全な運営を図っています。 

〇介護保険制度については、高齢化の進行に伴いサービスの利用は年々増加しており、給付費の増

加が想定されるほか、ニーズの多様化も見込まれることから、保険料の負担抑制と介護従事者の

確保が必要となっています。 

〇国民年金については、広報紙を通じて、制度の周知に努めていますが、今後も、理解を促しながら、

滞納の解消や加入促進に努めていくことが必要です。 

 

施策と取組内容 
 

① 低所得者福祉の充実 

■生活保護・生活困窮者世帯への訪問活動を充実させ、実態を的確に把握し、民生委員や関係

機関との連携を密にして生活保護制度、生活困窮者自立支援制度の適正な運用に努めます。 

■社会福祉協議会が実施している生活安定資金制度の充実に努めます。 

② 国民健康保険事業の運営 

■国民健康保険の健全な保険財政の運営を図るため、負担の公平化の観点に基づいた適正な

保険税の賦課や収納率の向上に努めます。 

■保健・福祉等との連携を深め、健康づくりや病気予防等の保健事業を充実し、医療費の適正化

を図ります。 

 

  ※１ ケースワーカー 

    生活する上で何らかの困りごとを抱えている人の相談を受ける仕事をする人。 
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③ 介護保険事業の推進 

■介護保険事業を安定的に推進するため、負担の公平化の観点に基づいた適正な保険料の設

定や収納率の向上に努めます。 

■介護人材の育成・確保に努めます。 

④ 国民年金制度の啓発 

■長期未納による年金受給資格不足を解消するために、年金事務所の協力を得て、年金相談等

を行って未納防止に努めます。 

■国民年金制度の理解と被保険者の協力を得るために、積極的な広報活動の推進に努めます。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

国民健康保険税収納率※１ 98.3％ 100.0％ 

 

  ※１ 国民健康保険税収納率 

    現年度分の国民健康保険税収納率。 
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1-7防災 

関連する SDGs 

   

      

 

目指す姿 
様々な災害や危険から住民の命と暮らしを守る防災体制の確立と防災対策の強化

を図ります。 

 

現状と課題 
 

〇災害時の情報伝達手段として、防災行政無線設備を構築し、全戸に戸別受信機を配布するととも

に、携帯電話事業者のエリアメール等を活用し、住民をはじめ避難対象となる人への迅速な災害

情報の伝達に努めています。 

〇避難所については、公共施設等を指定し、食糧や資機材など、備蓄品の配備を進めています。 

  今後は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震により発生が予測される巨大津波に対する避難施

設や避難路の整備について、計画的に進めていく必要があります。 

○避難行動要支援者に対する避難支援の確立や自主防災組織の育成など、自助・共助・公助が連

携した仕組みを構築して行く必要があります。 

〇地震による被害を未然に防ぐため、引き続き公共施設や民間住宅など、建築物の耐震化を進める

必要があります。 

〇住民一人一人の日頃の防災意識と災害に対する備えが大切です。防災意識が高まるよう、避難訓

練の実施や広報紙等を活用した防災意識の普及啓発を引き続き行っていく必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 大規模災害への備え 

■国土強靭化計画に基づき、道路や橋梁、河川、上下水道等の耐震化や雨水対策を推進します。 

■日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震により発生が予測される巨大津波に対する避難施設や避

難路の整備について、地域住民と合意形成を図りながら、進めてまいります。 

② 地域の防災力の強化 

■地域で活躍できる防災リーダーを育成するとともに、自主防災組織やボランティア団体等の育

成を進めます。 

■地域の防災活動に必要な防災施設、防災資機材の整備を支援し、消防団や自主防災組織の

強化を図るとともに、高齢者や障がいのある人など、要配慮者の支援体制を整備します。 

③ 防災体制の充実 

■要支援者への対応等を含めて、避難所の備蓄品や設備の充実等に取り組みます。 

■避難行動要支援者に対する避難支援の確立や自主防災組織の育成等に取り組みます。 
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■災害発生時に迅速な対応ができるよう、引き続き民間企業をはじめ他の自治体等と防災協定

を締結して、応援協力体制の強化を図ります。 

■強靭化計画、橋梁長寿命化修繕計画等に基づき、道路や橋梁、河川、上下水道等の長寿命化

対策や更新を推進します。 

④ 防災意識の高揚 

■自主防災組織や本町が行う防災訓練等を通じて、いざという時に行動できる知識や技術の普

及啓発に努めます。 

■認定こども園や小・中学校で、防災講話を実施し、子どもたちの防災意識の高揚に努めます。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

災害協定数※１ 20件 30件 

自主防災組織数及び組織率※２ 
組織数 2団体 

組織率 2.9% 

組織数 21団体 

組織率 87.1% 

 

  ※１ 災害協定数 

    平成 19（2007）年度以降の累計。 

  ※２ 自主防災組織率 

    町内の総世帯数のうち、自主防災組織がその活動範囲としている世帯数の割合。 
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1-８ 防犯・交通安全・消費者保護 

関連する SDGs 

   

      

 

目指す姿 
犯罪やトラブルに巻き込まれない意識や知識の普及、交通安全に対する意識の向

上や環境づくりを推進します。 

 

現状と課題 

 

〇道路・交通環境等の変化に応じた交通安全施設の整備を進め、地域住民に対しては継続的な啓

発活動の推進を図ることが必要です。 

〇住民の安全な生活を確保するために、関係機関・団体と協力しながら、安全意識の高揚及び自主

的な防犯活動を推進していく必要があります。 

〇商品やサービス提供が多様化・複雑化しているのに加え、契約やネット通販による消費者トラブル

が増加していることから、関係機関・団体との連携を深めながら、多様化、複雑化する消費者問題

に対応できるよう、消費者協会と共に知識の普及や情報提供に努めていくことが必要です。 

 

施策と取組内容 
 

① 防犯対策の推進 

■地域、警察等と連携し、犯罪抑止に効果的な場所へ防犯灯や街頭防犯カメラ等を設置するほ

か、地域安全パトロールを行うなど、犯罪抑止のための環境を整備します。 

■特殊詐欺など、巧妙化、多様化する犯罪に適宜対応できるよう、警察等と連携して、被害を未然

に防ぐための対策を講ずるとともに、住民一人一人の防犯意識の向上に努めます。 

② 交通安全対策の推進 

■地域、学校、事業所、警察等と連携して子どもや高齢者を対象とした安全教育、広報、啓発活動

を推進し、交通安全意識の高揚を図ります。また、加齢に伴う身体機能の変化が、歩行者又は運

転者としての交通行動に及ぼす影響を認識する機会を設けます。 

■危険箇所の把握に努めるとともに、警察、道路管理者等と連携し、交通安全施設を整備するな

ど、道路交通環境の安全性向上を図ります。 

③ 消費者教育の充実 

■消費生活情報を提供し、消費者意識の啓発に努めるとともに、各種講座を開催し、自立した消

費者の育成に努めるとともに、相談体制の拡充に努めます。 
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施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

交通安全教室開設数 3件/年 5件/年 

消費生活相談室出前講座開設数 3件/年 5件/年 
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1-9 消防・救急 

関連する SDGs 

   

      

 

目指す姿 消防・救急体制の強化を推進し、地域防災力の向上を図ります。 

 

現状と課題 

〇地震や台風等による大規模な自然災害や林野火災、特殊な同時多発災害等に対処するため、消

防水利等の補修や維持管理、地震に強い耐震性防火水槽の整備、複雑多様化する災害や事故

に対応できる消防車両や資機材・安全装備品の計画的な更新が必要です。 

〇とかち広域消防事務組合の設立後、高機能指令センターや消防救急無線デジタルに係る定期的

な更新を進めていくことが必要です。 

〇消防団の組織体制は３分団、定数１１０人で構成されていますが、高齢化等により定数の確保が難

しい分団もあります。各種知識を習得する研修や訓練の充実とともに、魅力ある消防団づくりを進

めていくことが必要です。 

〇火災予防については、消防団員や女性消防団員による防火訪問及び住民や事業所を対象とした

各種訓練、広報紙、防災行政無線、インターネットを活用した啓発活動を行っています。 

〇救命率の更なる向上を図るため、気管挿管や薬剤投与等の高度な救命処置ができる認定救命士

を計画的に養成するとともに、救急隊員の知識、技術等を維持・向上させることを目的に訓練や研

修等を計画的に実施することが必要です。 

〇救急隊員が到着するまでの間の心肺蘇生法とＡＥＤを活用した応急手当が実施できるよう、住民

に対する応急手当の普及・啓発に努めるとともに、救急車の適正利用についても住民に深く理解

してもらえるよう、取り組む必要があります。 

○住宅用火災警報器の設置の定着を図ることはもとより、設置から１０年以上経過している住宅用

火災警報器に対する本体交換の推奨など、適切な維持管理の働きかけを図る必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 消防施設の整備 

■耐震性防火水槽の整備をはじめ、老朽化した防火水槽、指定水利の補修や維持管理に努めま

す。 

② 消防装備の強化 

■消防車両の更新をはじめ、消防施設・設備、安全装備品を更新し、消防体制の充実強化に努め

ます。 
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③ 常備消防の強化 

■消防組織の広域化の推進と消防機能の向上を図ります。 

■救急救命士の配置については、消防局の基準により運用救命士の人数が定められていること

から、認定救命士の養成を重点的に行い、専門的知識を有する人材を広域的な連携により確

保します。 

④ 非常備消防の強化 

■消防団員の確保と教育訓練の強化を図ります。 

⑤ 火災予防の推進 

■防火対象物・危険物施設の査察による指導強化に努めます。また、一般家庭への防火訪問を積

極的に実施するように努めます。 

■事業所、地域における各種訓練の実施をはじめ、広報紙、防災行政無線、インターネットを活用

しての予防広報の充実に努めます。 

⑥ 救急・救助に関する技術や知識の普及 

■各種救命講習の普及と再講習を推進します。 

■迅速、的確な活動を行うために救急・救助訓練を計画的に行い、隊員の技術、知識の向上に努

めます。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

各種救命講習※１受講者数 ３７４人/年 ５５０人/年 

消防団員数※２ 103人 105人 

住宅用火災警報器設置率 ７４.0％ ８４.0％ 

 

※１ 各種救命講習 

    普通救命講習（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）、上級救命講習、救命入門コース、実技救命講習、一般救急講習。 

  ※２ 消防団員数 

    消防団員定数 110人。 
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第２章 誰もが学び続けられるまち 

2-1 学校教育 

関連する SDGs 

      

   

 

目指す姿 
家庭・地域と連携し、一人一人の子どもが未来における様々な困難を乗り越え、豊

かな人生を切り開く「生きる力」を育むことのできる教育の確立を目指します。 

 

現状と課題 

○本町では、全国学力・学習状況調査の結果から、全国の平均正答率を上回る教科はあるものの、

その状況が継続するまでには至っていません。家庭・地域と課題を共有し、一体となって確かな学

力が身に付くよう、児童生徒を育成することが求められます。 

○全国学力・学習状況調査において、全国に比べ小・中学校ともに自尊感情が高い傾向があります。

この良さを生かして家庭・地域と一体となった道徳教育を進め、様々な人との関わり合いを通じて、

人を思いやる心や命を大切にする心、自他を尊重する態度を育成することが求められます。 

○全国体力運動能力、運動習慣等調査において、本町の児童生徒の体力合計点は全国平均を上

回る傾向が続いていますが、肥満傾向の児童生徒の出現割合は全国の状況と比べて高くなってい

ます。体育科の授業やそれ以外で運動に親しむことができる環境を整備するなど、生涯に渡って豊

かな生活を送るための体力や運動習慣を定着することが求められます。 

○本町において、特別支援学級に在籍する児童生徒の数は増加しています。これまでも特別な支援

を必要とする児童生徒に対する指導体制を段階的に充実させていますが、今後、一人一人の教育

的ニーズに的確に応えるとともに、切れ目のない支援を受けられる体制や連続性のある学びの場

の一層の充実が求められます。 

○令和３（2021）年度に、国の「GIGA スクール構想※１」により、小・中学校においては、一人一台端

末の環境下での学びのスタイルがスタートしました。今後、有効かつ効果的に活用が図られるよう、

ハード・ソフト・人材を一体とした環境整備を進め、教育の質を向上させ、子どもたちの情報活用能

力の育成を図ることが求められます。 

○学校施設では、小・中学校の状況に応じて適切な管理を行うとともに、安全かつ快適な教育環境

の充実を図ることが求められます。 

〇学校給食については、児童生徒の体位向上と健康教育の観点に立った、安心安全でおいしい給食

づくりに努めています。今後も、可能な限り地元食材を活かした給食づくりを進めることが必要です。 

 

  ※１ GIGAスクール構想 

    小・中学校の児童生徒一人一台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備する構想。 
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〇経済的な理由によって就学が困難となることのないよう、就学援助費の支給や奨学金の貸付けな

ど、制度の継続と積極的な周知に努めていく必要があります。 

〇町内には、道立の大樹高等学校があります。北海道では、入学者の推移により配置計画の見直し

を行っていますが、本町にとって欠かせない大樹高等学校の存続に向けて、入学者を増やすため

の方策や支援を継続して行っていくことが必要です。 

 

施策と取組内容 
 

① 確かな学力の育成 

■ICT※１環境を活用した「個別最適な学び」と「協働的な学び」の充実に努めます。 

■地域を生かし、地域と一体となって実践する「大樹学」を通じて、地域社会や世界で活躍する子

どもの育成に努めます。 

■社会の変化に対応した専門性と指導力をもつ教職員の育成に努めます。 

■一人一人の教育的ニーズに応じた特別支援教育の充実に努めます。 

② 豊かな心の育成 

■授業改善を図り、「考え、議論する」道徳科授業の実践に努めます。 

■家庭や地域社会との連携を図った道徳教育の推進に努めます。 

■自主的・実践的な態度を育てる特別活動の充実に努めます。 

■いじめや不登校に対する教育相談体制の充実に努めます。 

③ 健やかな体の育成 

■運動する楽しさを体験できる環境を充実させ、生涯にわたって運動に親しむ児童生徒の育成に

努めます。 

■食育、給食を通じて、学校・家庭・地域が一体となった児童生徒の健康づくりに努めます。 

■安全確保や災害対応体制を整備するとともに、家庭・地域や関係機関との連携による安全教育

の充実を図り、自らの命を守る児童生徒の育成に努めます。 

④ 教育環境の充実 

■安全性や快適性の向上を図るため、校舎や設備の計画的な改修に努めます。 

■教育環境の改善や災害時における避難所としての機能強化を図るため、施設や設備の整備に

努めます。 

■学校における ICT環境の整備、学習活動の充実、学校の働き方改革の推進に努めます。 

⑤ 就学支援の充実 

■就学援助制度、奨学金貸付制度を継続します。 

⑥ 大樹高等学校への支援 

■大樹高等学校の存続、活性化を支援するとともに、地域が一体となって、普通科地域探究科の

魅力化に努めます。 

■道内外からの入学者を受け入れるための寮や下宿等の体制整備を検討します。 

 

  ※１ ICT（インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジー） 

    テレビや携帯電話等のあらゆる通信機器やテレビ会議等の様々なサービスを含む情報通信技術。 
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施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

ICT活用指導教員割合※１ 67.0％   90.0％ 

「考え、議論する」道徳授業に取り組む

児童生徒割合※２ 
   89.0％    95.0％ 

週の総運動時間が 60 分以上の児童

生徒割合※３ 

小学校 92.0％ 

中学校 73.0％ 

小学校 95.0％ 

中学校 80.0％ 

 

  ※１ ICT活用指導教員割合 

    授業に ICTを活用して指導することができる教員の割合。 

  ※２ 「考え、議論する」道徳授業に取り組む児童生徒割合 

    道徳の授業で、自分の考えを深めたり、話し合ったりする活動に取り組んでいる児童生徒の割合。 

  ※３ 週の総運動時間が 60分以上の児童生徒割合 

    体育授業以外で週に総運動時間が６０分以上と回答した小学 5年生、中学２年生の割合。 

  



22 
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2-2社会教育 

関連する SDGs 

       

  

 

目指す姿 
住民一人一人の年代や生活スタイルに応じて、個人の生き方や考え方に広がりと豊

かさをもたらすため、地域と一体となって社会教育の推進を図ります。 

 

現状と課題 

○本町には様々な社会教育施設があり、多くの住民に利用されています。しかし、老朽化が進んでい

る施設が多く、今後は、計画的な設備更新や修繕とともに、Wi-Fi 環境の安定化、高速化など、時

代に即した学習活動の場として充実していくことが求められています。 

〇生涯学習センターは、幼児から高齢者まで、すべての住民が生涯にわたって学ぶ拠点として、住民

の学習要求に応える施設です。今後は、施設及び設備の老朽化に備え、計画的な修繕・改修を行

うことが必要です。 

〇図書館については、生涯学習の重要な役割を担う施設であることから、住民ニーズに応える図書

館運営を目指して、今後の方向性について早急に議論を進めることが必要です。 

〇各世代で求められている多種多様な学習ニーズに応えるため、これまで進めてきた事業の見直し

を図るとともに、社会参加の機会の拡充や学習意欲の向上を図ることが求められています。 

〇学習活動の支援については、専門的指導者の確保や資質の向上に努めるなど、指導体制を充実

することが必要です。 

〇子どもの健やかな成長・発達のためには、学校・家庭・地域の教育力が必要であることから、様々

な機会を活用し、学校・家庭・地域の結びつきを深め、地域全体で子どもたちを守り育てる機運を

醸成することが必要です。 

 

施策と取組内容 
 

① 社会教育施設の充実 

■生涯学習センターの適切な維持管理と計画的な修繕・改修を行うとともに、更なる利用促進に

努めます。 

■図書館のあり方について検討するほか、利用者の利便性向上に努めます。 

② 学習機会の充実 

■多様化する趣向と学習ニーズを的確に捉えた講座等を企画し、学習者の興味や必要に応じた

学習の機会を提供します。 

■企業や団体、行政、学校等が一体となって連携する仕組みを構築し、ものづくりや航空宇宙等に

関する専門講座を開催するなど、新たな学習機会の提供に努めます。 
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■図書館、学校等が連携して子どもや若者の読書活動を推進するとともに、誰もが読書を身近に

感じられる仕組みづくりを進めます。 

③ 学習活動の支援 

■住民が自ら学習した知識を活かして、講師となる機会の充実を図ります。また、ボランティア団体

による講座の企画支援等を通じて、ネットワーク化を促進します。 

■団体やサークルによる住民の自主的な活動を支援し、学習成果を活用できる場の充実に努め

ます。 

■講座・事業の企画運営については、事務局が企画提案するのではなく、関係団体等が構成員の

学習ニーズを吸い上げ、学習者の興味関心に寄り添い、実施が目的とならない事業展開となる

よう工夫します。 

■広報紙やホームページ等を活用し、講座情報や学習施設の情報を効果的に発信します。 

■多くの学習施設により、充実した活動環境を提供し、住民の学習活動や余暇活動を支援します。

また、デジタル化に対応した設備を整えるなど、適切な管理改修により、常に安全で快適な施設

を維持します。 

④ 指導者、指導体制の充実 

■指導者の養成を図ります。 

⑤ 地域全体で育てる体制づくり 

■学校・家庭・地域の教育力の向上を図ります。 

■子どもたちの安心安全を確保する地域ぐるみの体制づくりを進めます。 

⑥ 青少年の健全育成 

■青少年育成の基本となる家庭の役割や家庭教育の重要性について啓発するとともに、学校・家

庭・地域が連携し、社会全体で青少年が健やかで自立できる環境づくりを推進します。 

■青少年が学習機会や交流活動の場を通して、多様な経験を積むことで、協調性や社会性を育

み、健やかに成長できるように支援します。 

■様々な困難を抱える子ども・若者に寄り添い、一人一人の状況に応じた支援が行われる体制づ

くりを確立します。 

■子ども・若者と高齢者等の交流機会を拡充します。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

生涯学習センター利用者数 31,155人/年 30,000人/年 

生涯学習講座開設数 1講座/年 2講座/年 

  



25 

 

2-3 スポーツ 

関連する SDGs 

      

   

 

目指す姿 
子どもから高齢者まで、誰もが気軽に参加できるスポーツ・レクリエーション活動の

機会拡充に努め、技術の向上と健康増進を図ります。 

 

現状と課題 

〇本町には、中央運動公園をはじめ、Ｂ＆Ｇ海洋センター、武道館、プール、運動公園グラウンド、高齢

者健康増進センター等の社会体育施設があるほか、海洋スポーツ実習体験の場として生花苗沼

に艇庫が整備されています。 

〇各種スポーツ教室や講習会を開催しているほか、スポーツ大会を各協会主催で開催していますが、

町内のスポーツ団体全般にわたり、リーダーや指導者の後継者が不足しており、指導体制の充実

が必要となっています。 

〇体育連盟加入者数の減少など、スポーツに親しむ人が少なくなってきているのが課題となっていま

す。 

〇本町はミニバレー発祥の地であり、健康づくりと交流を目的に、定期的な練習と各種大会が行わ

れています。今後は、幼児から高齢者まで各世代全体が楽しめるスポーツの場を提供し、住民全体

の健康増進を促していくことが必要です。 

〇住民のライフステージやライフサイクル、ニーズに応じて幅広い世代がスポーツ活動に参加できる

環境をつくる必要があります。 

○児童生徒数が減少するなか、持続的な部活動環境を維持するため、本町の状況を踏まえた取組

や体制づくりについて検討をする必要があります。また、子どもたちだけでなく幅広い世代がスポー

ツを続けられる環境の構築が必要です。 

 

施策と取組内容 
 

① スポーツ活動・プログラムの充実 

■住民の目的やニーズに応じたプログラムの提供を通して、住民がスポーツ活動に参加できる機

会の拡大を図ります。 

■地域での定期的・継続的なスポーツ活動を推進することにより、スポーツに親しむことができる

環境づくりを進めます。 

■スポーツ合宿の誘致を図ります。 

■地域の特性を活かすスポーツ・レクリエーションの普及（山・川・湖等）を図ります。 

■町技であるミニバレーの普及振興に努めます。 
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② クラブ・団体の育成 

■各種団体の自主的・自立的な活動の充実や組織力の強化を支援し、継続的なスポーツ活動の

推進を図ります。 

③ 施設の充実・運営 

■身近なスポーツ施設を充実させ、活動拠点の充実を図ります。 

■プールを核としたスポーツ教室の充実を図ります。 

■既存施設の効率的な活用や利用料金の適正化に取り組むとともに、施設管理者との連携によ

り、円滑な管理・運営に努めます。 

④ 支える人材の育成 

■指導者やリーダーを育成する研修の実施や活動機会を提供することにより、指導やマネジメント

ができる多様な人材の育成と確保に努めます。 

■競技スポーツや学校体育など、様々な立場の指導者ネットワークを構築し、互いに連携すること

ができる環境づくりに努めます。 

■子どもたちの持続可能なスポーツ環境を整備するための検討と体制強化に努めます。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

社会体育施設※１利用者数 32,794人/年 42,000人/年 

 

  ※１ 社会体育施設 

B&G海洋センター（アリーナ・プール・艇庫）、武道館、高齢者健康増進センター、中央運動公園 

（中央町民球場・ソフトボール場・テニスコート場・スケートリンク・センターハウス）、学校開放事業。 
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2-4文化 

関連する SDGs 

     

    

 

目指す姿 
まちの伝統や文化財を保護し、確実に後世に伝えるとともに、住民一人一人が文化

活動に触れることのできる環境づくりを目指します。 

 

現状と課題 

〇本町には、北海道指定の有形文化財「大樹式土器」、歴史的戦争遺跡「トーチカ」、史跡「十勝ホ

ロカヤントー竪穴群」・「晩成社史跡」や北海道の記念保護樹木となっている「開進のカラマツ」等

があります。 

〇郷土資料については、平成２２（2010）年にオープンした郷土資料館に展示しており、今後の維持

管理及び有効活用を図っていくことが必要です。しかし、施設全体の老朽が著しく、今後の郷土資

料館のあり方について、検討が必要です。 

〇現存する史跡・遺跡を後世に残すため保護及び環境整備に努めていますが、保存・活用に向けて、

専門家やボランティア等の参画を求めていくことが必要です。 

〇郷土芸能については、「大樹町日方川太鼓保存会」が様々な機会を通じて郷土芸能活動を行って

おり、継続した支援が必要です。また、伝統技術者の高齢化が進むなか、記録の保存や後継者の

確保と育成が課題となっています。 

〇文化活動については、文化協会を中心に活動の企画立案等が行われているほか、住民の自主的

な運営により、様々な事業が行われています。子どもたちを対象とした事業や地域に根ざした活動

も進められており、今後は更に参加者や地域活動、発表の場等の拡大を図っていくことが必要です。 

 

施策と取組内容 
 

① 文化財の調査・保存・活用 

■文化財、郷土資料の調査・保存・活用に努めます。 

■文化財保護意識の啓発に努めます。 

■デジタル化など、保存・開架の仕方を工夫します。 

■郷土資料館のあり方について検討します。 

② 郷土芸能・伝統技術の保存・活用 

■郷土芸能・伝統技術の継承と普及の支援に努め、ふれあい、親しむ場の提供を図ります。 

③ 芸術・文化による魅力づくり 

■新しい情報ツールを活用した情報発信や利用者参加型イベントの開催等を通じて、幅広い年齢

層が気軽に芸術・文化に触れるきっかけを提供し、芸術・文化への興味関心を高めます。 
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■多様化する芸術・文化のニーズに対応し、住民のライフスタイルに合った芸術・文化活動の機会

の提供に努めます。 

④ 芸術・文化活動の推進 

■芸術・文化に関する情報提供の充実とともに、芸術・文化に関する鑑賞機会の提供と充実に努

めます。 

■住民の自主的な活動を支援するとともに、発表の場の提供に努めます。 

⑤ 団体・指導者の育成 

■芸術・文化団体への支援や教育機関との連携を通じて、芸術・文化活動の振興に努めます。 

■団体の活動や担い手となる人材の育成を支援し、芸術・文化団体の育成、活動促進を図ります。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

郷土資料館入館者数 102人/年 100人/年 
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第３章 豊かな資源を活かし挑戦を続けるまち 

3-1農業 

関連する SDGs 

      

   

 

目指す姿 
持続可能な農業生産基盤の構築と環境保全や資源循環に対応した生産活動の推

進を目指します。 

 

現状と課題 

〇本町の農業は酪農が中心で、広大な草地に乳牛、肉牛が飼育されています。畑作では、馬鈴しょ、

てん菜をはじめ、豆類、小麦等の主要作物のほか、産地指定を受けている生食大根を中心に野菜

類が栽培されています。 

〇本町の農業が地域を支える重要な産業として今後も発展していくには、地域の人・資源・資産・資

本を循環する共生型農業システムを構築し、環境と調和した農業の確立と安全な農畜産物を供給

できる農業・農村づくりが必要です。 

〇生産資材の高騰等により、コスト低減のためにも国産粗飼料の生産・利用拡大が重要となっており、

草地更新や適切な施肥による草地等の基盤整備を行い、良質な国産粗飼料を確保することが必

要です。また、畑地においても、収量・品質の低下を抑制するため、よりよい土づくりに向けた、計画

的な整備が必要です。 

〇持続性の高い農業の推進のため、化学農薬・化学肥料の低減や農業用廃プラスチック排出量の

削減など、環境負荷低減に向けた取組が必要です。 

〇農業就業人口が減少していることから、引き続き後継者対策を推進するとともに、鳥獣被害対策の

強化や ICTを農業経営や生産に活用することによる労働力の軽減が必要です。 

〇家畜ふん尿処理については、「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」に

基づき、適正管理と利用が求められているなかで、経営規模に見合った管理施設の整備による適

正管理を図るとともに、良質で腐熟度の高い堆肥化を促進していくことが必要です。 

〇家畜排せつ物による臭気対策が課題となっていることから、圃場への適正施用や腐熟度の高い堆

肥の散布、バイオガスプラント※１による臭気の少ない消化液の活用など、環境負荷の少ない循環

型酪農を推進する必要があります。 

 

  ※１ バイオガスプラント 

    再生可能エネルギーの一つでもある家畜ふん尿や生ごみ等のバイオマスを嫌気性の微生物が分解 

することで発生するバイオガスを製造・収集する施設。 
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施策と取組内容 
 

① 農地の整備促進 

■基盤整備事業の推進、草地、畑地の改良促進とともに、農地の集積・集約化の促進により農地

の生産性向上や優良農地の保全に取り組みます。 

② 排水施設の整備 

■排水路、排水施設の整備、既存排水路の維持管理の推進など、農業用施設の整備・保全を図

ります。 

③ 農地の保全、地力向上の推進 

■緑肥導入による輪作体系の確立とともに、土壌分析による適正な施肥体系の確立に努めます。 

④ 農道の整備促進 

■農道の整備促進を図ります。 

⑤ 経営の改善促進 

■農作業受委託の推進や生産近代化に向けた施設整備の支援を進めます。 

■農業経営基盤強化の促進に関する基本構想による全体的な事業効果の評価を進めます。 

■経営体質安定化のための利子補給事業を継続します。 

■ICTを活用したスマート農業の導入を推進し、農作業の省力化や栽培技術の向上を図り、高品

質で安心安全な農畜産物の安定生産を進めます。 

■産業の競争力強化を図るため、衛星データの積極的な利活用等を進めます。 

⑥ 指導体制の充実 

■経営指導の強化とともに、農業技術アドバイサーの活用など、技術指導体制の充実に努めます。 

⑦ 生産組織、農業団体の育成 

■各種農業団体の育成と農業法人化、協業化の推進、農業生産法人の育成を図ります。 

⑧ 担い手の育成 

■就農に関する情報提供の充実と就農先の紹介や農地の斡旋、給付金の交付等の支援を図るこ

とにより、就農意欲のある若者等の参入と定着を進めます。 

⑨ 酪農・畜産の振興 

■事業効果の分析と普及・啓発体制を整備します。 

■家畜伝染病防疫・予防体制の強化を図ります。 

■公共牧場の機能強化に努めます。 

⑩ 新規作物の開発と産地形成 

■新規作物の研究とともに、生産拡大の推進を図ります。 

■食の安全性の確保及び品質の改善を図るとともに、消費者の合理的な選択に資するため、食品

の衛生管理及び品質管理の高度化、食品の表示の適正化等に努めます。 

⑪ 環境保全型農業の推進 

■有機農業やカバークロップ（緑肥）の作付けなど、地球温暖化防止や生物多様性保全等に効

果の高い取組を推進します。 

■農業用廃プラスチックの適正処理及び排出量の低減を推進します。 
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■家畜ふん尿処理対策を推進します。 

⑫ 鳥獣被害対策 

■有害鳥獣の捕獲にＩＣＴを活用するなど、鳥獣被害対策の効率化を図り、農業・生活被害の低減

を図ります。 

⑬ バイオマスの利用促進 

■バイオガスプラント整備への支援を図ります。 

■畜産バイオマス燃料のプラントを整備し、ロケット燃料など、多様な利活用を図り、エネルギーの

地産地消の取組を進めます。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

新規就農者数※１ ２人 5人 

 

  ※１ 新規就農者数 

    平成 26（2014）年度以降の累計。 
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3-2 林業 

関連する SDGs 

      

   

 

目指す姿 
計画的な森林整備を進め、森林の持つ多面的・公益的機能を発揮するとともに、資

源循環の取組を推進します。 

 

現状と課題 

〇森林は、まちの面積の約７割を占めており、この森林の多面的機能を十分に発揮させるために、造

林、間伐など、計画的な森林整備及び保全に努めています。 

〇林業の採算性の低下による投資意欲の減退に加え、林業労働者の減少、高齢化が進むなか、林

業経営の持続性を高めるため、高性能林業機械の導入など、効率的な施業コストの低減に努めて

います。今後、適切な森林整備に不可欠な林業従事者を安定的に確保していくためには、労働改

善や労働安全衛生の向上を通じ、新規就労者を確保することが課題となっています。 

〇木材加工製品については、間伐材を利用した製品の開発や新技術の導入による利用の促進、森

林認証制度の活用など、今後も地域での木材需要拡大のため、建築資材としての利用はもとより、

農業資材、更にはバイオマス燃料など、多様な分野において木材の新たな利用開発に取り組んで

いくことが必要です。 

〇近年、水源かん養機能や防災機能以外にも、レクリエーション機能や地球温暖化の緩和機能など、

森林のもつ多面的な機能が注目されています。今後も、放置林の解消や適切な森林整備を進め、

森林の多面的機能が持続的に発揮できるよう、努めていくことが必要です。 

〇山地災害の発生を未然に防止するため、植林・除間伐などの森林の整備や災害が発生した場所

での復旧治山など、森林の有する公益的機能の維持を図っています。今後も、崩壊や浸食を受け

やすく災害が発生しやすい山地の状況に対応するため、荒廃地の復旧や危険地の予防対策を図

る必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 計画的な森林整備の推進 

■森林整備計画・森林経営計画に基づく計画的な森林の育成に努めます。 

■林業事業体間の広域就労化・協業化の体制整備に努めます。 

■林業従事者の確保、育成に努めます。 

② 経営の近代化促進 

■森林組合の体質強化を促進します。 
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■長期施業委託による森林施業の集約化の推進と高性能林業機械の導入による低コスト林業の

構築を図ります。 

■森林に関する高度な技術、知識の普及を図ります。 

■適切な森林管理や林業作業の効率化を図るため、衛星データの積極的な利活用等を進めま

す。 

③ 木材加工、流通の促進 

■木材需要拡大のためのＰＲ、高度な加工体制の整備等による付加価値の向上と間伐材の新た

な利用開発の促進に努めます。 

④ 森林の多面的機能の利用 

■森林の機能や役割に応じた多様な森づくりの促進と森林への理解を深める取組を推進します。 

■森林の豊かな生態系の保護、水源かん養保安林の指定、整備に努めます。 

■魚介類の生息、生育に好影響をもたらす森林の整備を推進します。 

■耕地防風林等身近な森林の整備を図ります。 

■林地残材のチップ化など、未利用資源の有効活用を推進します。 

⑤ 治山事業の推進 

■災害発生箇所における復旧治山に努めるとともに、下刈、除間伐等による森林保育を進めます。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

町有林植栽面積 9.47ha 11.36ha 
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3-3 水産業 

関連する SDGs 

      

   

 

目指す姿 
漁港や漁場の整備を着実に進めるとともに、漁業資源の適切な管理と養殖漁業を推進

します。 

 

現状と課題 

〇本町の漁業は、沿岸漁業を中心に大樹漁港と旭浜漁港を拠点として、サケ、毛ガニ、シシャモ、ツブ、

ホッキ貝等を水揚げしていますが、海洋環境の変動による海水温の影響を受け、漁業資源の減少

が顕著となり、燃油の高騰のほか、主力魚種である秋サケの不漁もあって、漁業経営は大変厳しい

状況にあります。 

〇安定的な水産資源の確保を図るため、水産技術普及指導所など、関係機関と協力して、エゾバイ

ツブ、ホッキ貝、マツカワの資源管理や増殖事業に取り組んでおり、今後も資源管理型漁業を積極

的に進め、地域資源の維持・回復を図るため、適切な管理に努めていくとともに、魚種を厳選しな

がら増養殖事業を推進していく必要があります。 

〇内水面漁業については、生花苗沼、ホロカヤントーにおいて、シジミ、ワカサギ等を漁獲していますが、

採捕期間が短く、漁獲量は少ない状況です。 

〇安定的・計画的な漁業収入の確保を目指し、養殖漁業の推進を図ることにより、地元水揚量と漁

業従事者の増加を図り、本町の漁業の活性化を図る必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 漁家経営の体質強化 

■漁業経営の体質強化を進めるとともに、漁業者・漁業後継者の育成に努めます。 

■漁業者に対する利子補給事業の継続と推進を図ります。 

② 生産基盤の整備 

■漁港、漁場、関連施設の整備、改修に努めるとともに、漁港周辺の環境美化を促進します。 

■漁礁、産卵礁の設置促進を図ります。 

■持続可能な漁業振興を図るため、衛星データの積極的な利活用等を進めます。 

③ 増養殖漁業の推進 

■資源増養殖事業を推進します。 

■沿岸漁業資源調査の推進に努めます。 

■放流、移植の推進と適切な資源管理を図ります。 

■内水面漁場環境の保全活動に努めます。 
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■資源管理型漁業に対する漁業者の意識向上を図ります。 

④ 流通の改善と加工の促進 

■水産加工における付加価値の向上・ブランド化のため、加工施設・設備・機器等の整備ととも

に、加工技術、衛生管理の向上に努めます。 

■新たな製品の開発など、地産地消を促進するとともに、産地直送等の流通・販売ルートの拡大

に努めます。 

⑤ 遊漁・観光・他産業との調和 

■体験や観光を取り入れた漁業の振興に努めます。 

■地域の特色を活かした自発的な活動を支援します。 

■航空宇宙と連携した回収船、監視船、打上げ遊覧船事業等の新規事業創出を推進します。 

⑥ 秋サケの資源確保と増殖事業の推進 

■秋サケの資源拡大のための事業推進を図ります。 

⑦ 漁業協同組合運営の安定化 

■関係機関との連携を図りながら、漁業協同組合の事業への支援・協力に努めます。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

増養殖漁業取扱漁獲量※１ 140 トン/年 182 トン/年 

 

  ※１ 増養殖漁業取扱漁獲量 

エゾバイツブ、ホッキ貝、マツカワ等の増養殖魚種の取扱漁獲量。 
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3-4 商工業 

関連する SDGs 

     

    

 

目指す姿 
商工業者の経営の安定化を図るとともに、用地やインフラ整備を進め、企業誘致を

推進し、地域活力の向上を目指します。 

 

現状と課題 

〇本町の商業は、人口減少に加えて消費者ニーズの多様化、交通体系の変化など、中小小売業を取

り巻く経営環境は厳しい状況にあります。 

〇近年、廃業等による空き店舗が増加しており、経営基盤の強化や事業継承等の取組を促すととも

に、起業家等支援事業による空き店舗の活用を推進していくことが必要です。 

〇道の駅「コスモール大樹」は、商業施設機能に加えて、人・モノ・情報が集まる交流拠点として機能

の一層の充実が期待されており、周辺施設との連携やソフト面の充実により、人が集まる仕掛けづ

くりを進めていくことが課題となっています。 

〇企業誘致については、地域環境に調和した企業の誘致を目指し、用地の確保、優遇制度を設ける

等の条件を整備し、誘致活動を行ってきました。地域の活力向上や雇用の場の創出といった、大き

な好影響をもたらす重要な取組であることから、引き続き都市圏の企業に対する積極的なプロモ

ーション活動の展開が求められています。 

〇地場産品研究センターは、チーズづくり等をする愛好家が利用していますが、施設の老朽化が著し

く、今後のあり方を検討する必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 商業の育成 

■商工会の事業への支援や、融資制度の活用による経営基盤の強化を支援します。 

■経営指導の充実とともに、商業後継者の育成、従業員教育の機会と場の拡大を図ります。 

② 魅力ある商店街づくり 

■個性を活かした魅力ある店舗づくりにつなげるため、新商品開発、集客力強化、ICT活用、キャ

ッシュレス決済普及促進等の経営課題への取組を支援します。 

■買物利便性を高めるとともに、地域コミュニティの担い手としての機能を高めるため、経営基盤・

体制強化の支援を行います。 

■イベントや様々な活動を通して、商店街のにぎわいを創出する取組を支援します。 

■商業地の空き地・空き店舗の活用促進を図ります。 
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③ 起業の支援 

■中小企業とスタートアップ企業をはじめ、分野を超えた企業との交流を促進し、企業自らが新規

事業を創出するなど、持続的な経営を行えるように支援します。 

■起業家等支援事業の活用促進を図ります。 

■起業に向けた意識の醸成と情報提供を行うとともに、起業に必要な技術、知識の習得を促進し

ます。 

■町内外の起業に意欲のある団体・個人に対し、その設立に対する相談、手続支援、創業の際の

融資など、制度の拡充により、既存産業の振興及び新たな産業の創出を図ります。 

④ 経営の近代化促進 

■融資制度活用による設備近代化と経営体質の強化を図ります。 

■労働力の確保に向けた取組の推進と後継者の育成を支援します。 

⑤ 企業誘致の推進 

■地場産品を活用する企業、成長産業や研究機関の誘致を図ります。 

■工場用地やインフラ整備を進めます。 

■都市圏の企業に対し、用地情報の提供に努めるとともに、優遇制度を活用した誘致の促進に努

めます。 

⑥ 地場産品の開発、研究、製品化に向けた支援 

■新技術や商品化に関する情報の収集、提供を進めます。 

■地場産業振興奨励事業による支援を行います。 

■地場産品研究センターのあり方を検討します。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

起業家等支援事業活用件数※１ 10件 25件 

地場産業振興奨励事業活用件数※２ 7件 20件 

 

  ※１ 起業家等支援事業活用件数 

    令和２（2020）年度以降の累計。 

  ※２ 地場産業振興奨励事業活用件数 

    令和 2（2020）年度以降の累計。 
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3-5 観光 

関連する SDGs 

    

     

 

目指す姿 
地域資源を活かした体験型観光を推進するとともに、道の駅の機能強化による観光

客の誘致拡大を目指します。 

 

現状と課題 

〇本町は、海・山・川・湖沼と大自然に恵まれており、原生花園や野鳥の飛来地があるため、自然との

ふれあいを求めて、多くの人が訪れます。海を眺めながら楽しめる晩成温泉は、一年を通じて多く

の利用者があり、カムイコタン公園キャンプ場も、シーズンになると多くの観光客でにぎわいます。 

〇歴舟川清流まつり、柏林公園まつり等が行われていますが、地域資源を活かした体験型メニューの

充実など、滞在型観光や体験イベントの取組により、観光客の誘致拡大を図ることが必要です。 

〇特産品の販売や観光案内など、地域情報の提供・発信拠点である道の駅を活用しながら、まちの

魅力を伝えていくことが必要です。 

 

施策と取組内容 
 

① 体験型観光の推進 

■観光客のニーズを把握し、地域資源を活用した体験型メニューの充実を図ります。 

② 観光ＰＲの強化 

■ＳＮＳ※１や動画による観光ＰＲに努めます。 

■観光施設内の多言語表示設置等により、外国人観光客への多言語案内を推進します。 

③ 観光資源の発掘と活用の推進 

■本町の自然・歴史・文化を活かした観光資源を磨き上げるとともに、特色あるイベントの実施支

援により、観光客の誘致に努めます。 

■晩成温泉やカムイコタン公園キャンプ場の整備を図り、観光資源としての活用を促進します。 

■航空宇宙ビジターセンターの新設や打ち上げ見学場の整備の検討を進めます。 

■航空宇宙関連の教育旅行、企業視察の誘致に取り組みます。 

④ 「道の駅」の機能充実 

■道の駅の魅力向上に向けて協議会を設置し、対策を検討します。 

■道の駅の機能充実を図って、更なる利活用の促進に努めます。 

 

  ※１ ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス） 

インターネット上で登録された利用者同士が社会的ネットワークを構築できるようにするサービス。 
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施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

観光入込客数 46,000人/年 63，800人/年 
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3-6 航空宇宙 

関連する SDGs 

       

  

 

目指す姿 
北海道スペースポート（HOSPO）の整備により、企業誘致や新産業創出を促進し、

人口増加や地域経済の活性化を目指します。 

 

現状と課題 

〇本町はロケットやスペースプレーン等を打ち上げるスペースポートに適した地勢の優位性を活かし、

昭和 60（1985）年から「宇宙のまちづくり」の取組を進めてきました。平成７（1995）年に整備さ

れた多目的航空公園は、各種の実験を行うことができる国内でも貴重な施設として、独立行政法

人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）をはじめとする研究開発機関や大学、民間企業に利用され、

多くの関係者や見学者が滞在することにより、地域経済への波及効果も生まれています。 

〇令和３（2021）年に、多目的航空公園を民間に開かれた商業宇宙港 HOSPO として本格稼働さ

せ、管理運営を担う民間会社を設立し、令和４（2022）年から、人工衛星を搭載したロケットを打

ち上げられる LC-1射場整備と既存の 1,000m滑走路を 300m延伸する工事を進めています。 

〇航空宇宙産業は各産業分野との相乗効果が高く、一次産業のスマート化、企業誘致、住環境整備、

観光分野、教育分野といった主要政策と連携した取組として具体化していく必要があります。 

〇宇宙のまちづくりを進めるためには、住民に対して、多くの媒体を活用した情報発信と講演会やイ

ベント等を開催し、住民の理解を得ながら進める必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 航空宇宙関連実験等の誘致促進 

■HOSPOの利用促進を図るため、地勢等の優位性を国や企業等にＰＲし、農林水産業従事者や

地域の理解を得ながら、航空宇宙関連実験の誘致促進を図ります。 

■実験等に対する支援体制の充実に努めます。 

■施設の有効利用（エンターテインメント・レジャー）を図ります。 

② 航空宇宙ビジネスや実験誘致のための宇宙港整備 

■ロケット等打ち上げ事業者のニーズに対応した段階的な射場整備と利用者誘致を進めます。 

■海外企業誘致に必要となる包括的な規制緩和としての「宇宙特区」の導入に取り組みます。 

■ロケットや人工衛星の事業者が滞在できる宿泊施設の整備を促進します。 

■国への経済的支援や法規制等の要請活動を推進します。 

■道内研究機関や推進組織との連携を強化します。 

■ロケット打ち上げに向けた関係機関・団体による連絡調整会議を設置します。 
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③ 企業誘致と雇用創出の促進 

■工場用地やインフラ整備を進めます。 

■雇用の受け皿となる住環境の整備促進を図ります。 

④ 観光客・視察者の誘致 

■航空宇宙ビジターセンターの新設や打ち上げ見学場の整備の検討を進めます。 

■航空宇宙関連の教育旅行、企業視察の誘致に取り組みます。 

⑤ 脱炭素化の促進と農林水産業の発展 

■家畜ふん尿から発生するバイオガスのロケット燃料としての利活用を図ります。 

■一次産業の競争力強化を図るため、衛星データの積極的な利活用等を進めます。 

■漁業における航空宇宙と連携した回収船、監視船、打上げ遊覧船事業等の新規事業創出を推

進します。 

⑥ 航空宇宙人材の育成 

■大樹高等学校と連携して、航空宇宙に関わる人材の育成に努めます。 

■産官学連携拠点や大学サテライトオフィスの誘致を進めます。 

⑦ 宇宙のまちづくりの意識づくり 

■講演会や学習会、イベントなど、啓発事業を開催するとともに、研究者等との交流機会の拡大を

図ります。 

■様々な媒体を活用したＰＲを促進します。 

⑧ 宇宙のまちづくりに向けた活動、ネットワーク化の促進 

■宇宙少年団や民間研究会の活動を支援します。 

■銀河連邦交流を推進します。 

■航空宇宙関連団体や有識者との連携を強化します。 

■視察の受入れや資料展示等の啓発活動の強化に努めます。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

ロケット打ち上げ回数※１ 0回 50回 

航空宇宙関連企業誘致数※２ 7社 13社 

教育旅行・企業視察受入人数 2,000人/年 20,000人/年 

製造業による直接雇用人数※３ 70人 370人 

 

  ※１ ロケット打ち上げ回数 

    令和 4（2022）年度以降の累計。 

  ※２ 航空宇宙関連企業誘致数 

    令和元（2019）年度以降の累計。 

  ※３ 製造業による直接雇用人数 

    令和元（2019）年度以降の累計。 
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3-7雇用・勤労者対策 

関連する SDGs 

      

   

 

目指す姿 
就労を望む誰もが安心して働き続けるため、働く場の確保と雇用環境の改善を図り

ます。 

 

現状と課題 

〇季節労働者対策については、帯広・南十勝通年雇用促進協議会による技能講習会・啓発セミナ

ー・雇用相談のほか、冬期間の雇用創出事業等を実施していますが、今後更なる就労の場の拡大

が求められています。 

〇高齢者や障がいのある人の雇用機会の拡大や職場における男女共同参画に伴う労働環境の整

備が課題となっており、本町においても取組を進めていくことが必要です。 

〇町内事業所で働く単身者のための住宅を整備するなど、勤労者福祉の充実に努めていますが、今

後も、働く場の確保や就労者の町内定住を促進していくことが必要です。 

 

施策と取組内容 
 

① 雇用機会の拡大促進 

■高齢者や障がいのある人の雇用機会の拡大を図ります。 

■仕事と育児・介護の両立を可能にするための環境整備を促進します。 

② 勤労者福祉の充実 

■働く場の確保と雇用環境の改善とともに、技能や資格をもった勤労者の育成に努めます。 

■雇用の受け皿となる住環境の整備促進を図り、勤労者の町内定住化の促進を図ります。 
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第４章 美しい自然と共生する持続可能なまち 

4-1 環境保全・脱炭素化 

関連する SDGs 

        

 

 

目指す姿 
豊かな自然や雄大な景観など、まちの貴重な財産を守りながら、住民や地域、事業

者等と一体となってゼロカーボンシティ※１の実現を目指します。 

 

現状と課題 

〇豊かな自然に恵まれた良好な環境は本町の大きな魅力であり、住民生活や産業活動等における

開発や土地利用にあたっても、自然環境との調和や配慮に努めていく必要があります。 

〇十勝釧路沿岸は、独特な海岸景観や特有の環境により、貴重な動植物の生息の地となっています。

特に、当縁川海岸、晩成海岸の原生花園は、希少動植物の宝庫として、豊かな自然が残されてお

り、自然環境の保全と防災に配慮した海岸環境を維持していくことが必要です。 

〇河川から大量の流木が発生し、サケ定置網漁業やシシャモこぎ網漁業に大きな影響を与えるため、

流木の発生原因となる河川内に残存している流木の回収・処理や、海岸区域に漂着している流木

の計画的な処理を図る必要があります。 

〇地球環境に配慮した持続可能なまちづくりに取り組み、自然豊かな環境を次の世代へ引き継いで

いくため、住民や地域、事業者が一体となってゼロカーボンシティの実現を目指しています。 

〇本町では、戸建て住宅を対象とした太陽光発電設備、蓄電池の設置など、再生可能エネルギーの

活用や、高効率機器設置、高断熱化等の省エネの推進を図るために、新築住宅の建設や既存住

宅の改修への助成を行っています。 

〇公共施設等に太陽光発電システムや木質バイオマスボイラー、地中熱ヒートポンプシステム※２など、

積極的に再生可能エネルギーを導入するなど、エネルギーの地産地消に取り組んでいます。また、

民間事業者等においてもバイオガス発電施設の整備など、未利用・低利用資源の活用に向けた

取組も進められており、住民や事業者、地域が一体となって脱炭素社会の実現に向けて地域に合

った取組を進めていく必要があります。 

 

  ※１ ゼロカーボンシティ 

    令和 32（2050）年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにすることを表明している自治体のことで、 

本町では令和３（2021）年 12月にゼロカーボンシティ宣言をしています。 

  ※２ 地中熱ヒートポンプシステム 

    地中に埋設した地中熱交換器からヒートポンプを介して地熱エネルギーを冷暖房等に利用する技術。 
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施策と取組内容 
 

① 環境保全の意識づくり 

■家庭や学校、事業所等における環境問題の解決に向けた取組を支援するほか、イベントや講座

等による環境学習の機会を充実させ、住民や事業者の環境意識の向上を図ります。 

■環境に関する情報を積極的に発信するとともに、環境教育プログラムを実践し、住民や事業者

の環境意識の向上を図ります。 

② 自然環境の保護 

■北海道等の関係機関と連携して指導・監視を実施するなど、公害に対する迅速な解決を図りま

す。 

■生態系に影響を及ぼす外来生物に関する情報を積極的に発信し、住民や事業者と協働して防

除対策を推進します。 

③ 自然保護活動の推進 

■住民の環境教育プログラムの実践、事業者との環境保全協定締結による生活環境の保全、事

業者の最新技術を取り込んだ脱炭素の取組など、各主体が連携し、施策を推進します。 

■自然とふれあい、学ぶ場や機会の充実に努めます。 

④ 海岸の保全 

■海岸保全事業による海岸保全施設の整備促進を図ります。 

■原生花園の保護や海岸清掃ボランティアの育成に努めます。 

■流木やごみ等の海岸漂着物の抑制・処理に努め、海岸環境の保全を図ります。 

⑤ 脱炭素社会の構築 

■脱炭素社会の実現に向け、積極的に情報発信を行い、住民や事業者等の意識の醸成と共有を

図ります。 

■省エネ・創エネ・蓄エネ設備や次世代自動車の導入など、家庭や事業所等の脱炭素化の取組

に関する支援を推進します。 

■エネルギーの地産地消や再生可能エネルギーの利活用を推進します。 

■森林資源や家畜ふん尿など、未利用・低利用バイオマス資源の活用に努めます。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

太陽光発電システム導入補助件数※１ 2件 17件 

街灯の LED化率 48.0％ 100.0％ 

 

  ※１ 太陽光発電システム導入補助件数 

    令和４（2022）年度以降の累計。 
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4-2 ごみ・リサイクル・し尿・環境美化 

関連する SDGs 

        

 

 

目指す姿 
ごみの減量化と地球環境への負荷軽減が図られた持続可能な循環型社会の形成

を目指します。 

 

現状と課題 

〇ごみの処理は、南十勝複合事務組合で行っており、収集運搬業務については、まちが民間委託に

より実施しています。 

〇ごみ処理基準は、容器包装リサイクル法、家電リサイクル法・小型家電リサイクル法、ダイオキシン類

対策特別措置法等により細分強化され、収集体制の充実が求められています。 

〇ごみ処理施設費の軽減、エネルギーの有効活用に向けて、可燃ごみについては、令和 10（2028）

年度から帯広市の新中間処理施設で広域処理される見込みです。 

〇リサイクルに関しては、各種リサイクル法に基づき、資源の再生利用及び埋立処分場の長期利用を

目的に、ごみ分別の徹底とリサイクル施設の充実による減量化に努める必要があります。 

〇産業廃棄物については、すべてにおいて排出者に適正処理責任があり、不適正処理があった場合、

環境悪化につながるため、監視や指導の強化を進める必要があります。 

〇不法投棄については、海岸線や河川周辺、更には山林内でも散見されることから、取締りの強化と

ともに、住民への意識啓発を進めることが必要です。 

〇し尿等の処理は、平成 30（2018）年４月から十勝圏複合事務組合の十勝川流域下水道浄化セ

ンターで行っており、収集運搬業務は、まちの許可業者が実施しています。市街地については、公共

下水道の普及により、年々収集量が減少してきています。 

〇本町では、毎年春と秋に「マチをきれいにする日」を定め、行政区ごとに道路、公園等の清掃や花

壇整備が行われています。 

〇市街地では、空き地の雑草等の除去周知と除去困難者からの申請に基づく除去を行っています。 

 

施策と取組内容 
 

① 循環型社会の形成促進（ごみの減量化とリサイクルの推進） 

■資源物の分別排出を推進し、家庭から排出される可燃ごみ、埋立ごみの減量を図ります。 

■食品ロスの削減に向け、住民や事業者への普及・啓発を推進します。 

■事業所に対する産業廃棄物の排出指導を強化し、事業系ごみの減量とともに、資源化を促進し

ます。 

■ごみ・し尿の適正な収集・処理や、プラスチック等の資源循環の推進に努めます。 

■ごみ処理施設の維持管理とともに、埋立処分場の延命化を図ります。 
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■リサイクルセンターの充実、ごみステーションの地域維持管理を図ります。 

■環境保全に関する住民の自主的な活動の促進に努めるとともに、海洋プラスチック問題等の解

決に向け、3R（リデュース・リユース・リサイクル）をはじめとするごみの削減の取組など、住民や

事業者への啓発を推進します。 

■多自然型工法やリサイクル材の利用など、環境負荷や自然保護に配慮した事業を推進します。 

② 不法投棄対策の推進 

■不法投棄や野外焼却に対する監視・指導、不法投棄に対する意識啓発と住民監視に努めます。 

③ し尿収集・処理の充実 

■十勝圏複合事務組合の十勝川流域下水道浄化センター及び収集許可業者との協力体制の強

化を図ります。 

■汚泥や処理水の利用促進に努めます。 

④ 清掃・美化活動の推進 

■一斉清掃日の設定・周知を図るとともに、清掃活動を支援します。 

■空き地の雑草等の除去周知を図ります。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

一般廃棄物量 1,987 トン/年 1,837 トン/年 

  



49 

 

4-3 上下水道 

関連する SDGs 

        

 

 

目指す姿 
快適な居住環境を確保するため、良質な水の安定的な供給と生活排水の適切な処

理を推進します。 

 

現状と課題 

〇本町では、平成２（1990）年に簡易水道と営農用水とを統合し、上水道事業として町内のほぼ全

域と幕別町忠類の一部に供給しています。現在は、坂下浄水場及び住吉浄水場により、安定した

上水を供給していますが、今後も安心安全な上水の供給を安定して確保する必要があります。 

〇施設の老朽化や原水の濁度対策も必要であることから、施設の更新には、他の水道事業者からの

受水によるリスク分散も含めた検討を進める必要があります。 

〇水道施設の点検診断により、改築更新が必要な施設については、機能保全計画に基づき、有利な

補助事業を見極めながら順次更新を行っていく必要があります。 

〇給水管や配水管路等の漏水対策については、順次地区ごとに漏水調査を実施しており、有収率も

高い水準で現状を維持していますが、今後も継続的に行い、有収率を上げていくことが必要となり

ます。 

〇運営面については、事務の効率化を図りながら、財政状況を踏まえた経営戦略に基づく料金の改

定を行い、健全運営を目指していくことが必要です。 

〇下水終末処理場の処理施設老朽化に伴う更新を順次進めていくとともに、都市計画マスタープラ

ンの変更に応じて、下水道計画区域を検討し、土地利用を考慮した下水道の整備を行う必要があ

ります。 

〇集落地区等公共下水道事業区域外では、合併処理浄化槽の設置を平成１４（2002）年から行っ

ていますが、既設住宅の環境改善が概ね達成されたため、今後の個別排水処理施設整備事業の

あり方を検討します。 

○下水終末処理場で発生する汚泥は、資源利用の推進に基づき、今後も更なる有効活用を図ります。 

〇雨水による冠水被害解消として、浸水対策を必要に応じて進めていくことが必要です。 

 

施策と取組内容 
 

① 安定した水源の確保 

■既存水源の保全と水源周辺の森林の保全を図ります。 

■安心安全安定な上水供給を継続するため、施設更新には他の水道事業者からの受水によるリ

スク分散の検討を進めます。 
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② 水道施設の整備 

■施設や管路に対する点検や修繕等を実施するとともに、予防保全の考えによる計画的な更新・

布設替えを進めます。 

■災害時における飲料水の確保や施設の運転継続・早期復旧を図ります。 

③ 上下水道事業の健全運営 

■中長期的な投資・財政の見通しを踏まえ、経費の削減や収入の確保に努め、経営戦略に基づく

採算性を踏まえた料金の設定など、経営基盤の強化を図ります。 

■スマートメータ※１の導入による管理や事務の効率化を進めます。 

■使用料の滞納対策の強化を図ります。 

④ 公共下水道の整備 

■持続的な下水道機能を確保するため、適正な維持管理に努めるとともに、ストックマネジメント計

画に基づき、施設の更新を進めます。 

■下水道計画区域を検討し、土地利用を考慮した下水道の整備を行います。 

■下水道未整備区域においては、地域の実情に合った適切な汚水処理方法により効率的な整備

を進めます。 

⑤ 雨水処理対策の推進 

■雨水排水路の整備を必要に応じて進めます。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

水道有収率※２ ８６．9％ ９０．０％ 

下水道有収率※３ ９２．３％ ９４．５％ 

 

  ※１ スマートメータ 

    使用量を自動計測するための通信機能が搭載された検針メーター。 

  ※２ 水道有収率 

    浄水場から送り出す給水量に対して、料金収入として計上される水量の割合。 

  ※３ 下水道有収率 

    処理した汚水量に対して、料金収入として計上される水量の割合。 
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4-4 道路 

関連する SDGs 

     

    

 

目指す姿 
日常生活での移動に必要な道路網の安全性や利便性を高め、誰もが安心・快適に

利用できる道路整備を推進します。 

 

現状と課題 

〇高規格幹線道路帯広・広尾自動車道は全区間で事業化が決定し、整備が進められています。今

後は、重要港湾である十勝港のある広尾町までの全線早期完成に向けて、関係機関とともに要請

していく必要があります。また、大樹インターチェンジに接続する一般道道幸徳大樹停車場線の交

通量は、増加が予測されることから、その周辺の町道ネットワークの強化を進める必要があります。 

〇本町には、２本の国道があり、国道 236 号は帯広市を起点として日高振興局管内浦河町に、国道

336号は浦河町を起点として釧路方面につながっています。国道 336号については、橋梁が狭く、

車両の円滑な通行の妨げとなっていることや交通事故等も懸念されることから、引き続き対策を要

請していく必要があります。 

〇主要道道は清水大樹線の１路線、一般道道は９路線で、全線舗装されていますが、交通量の多い

路線や通学路等については、歩道や信号機・交通標識等の交通安全対策の強化・推進を求めて

いく必要があります。また、視界確保や景観保全のための路肩や歩道の定期的な草刈り、冬期間

の防雪対策や路面凍結対策、除排雪の充実など、安心安全な交通が確保されるよう、要請してい

く必要があります。 

〇町道は総延長 543.7ｋｍ、うち舗装延長 212.4ｋｍ、舗装率 39.0％で、国道や道道、公共施設等

に接続する幹線町道の整備はほぼ完成しています。今後は、市街地内の未整備路線内に住宅や

マンション等の新築が増えてきているため、道路の改良舗装を計画的に進めるとともに、子どもや

高齢者、障がいのある人等を事故から守る対策も必要となってきます。 

〇道路・橋梁の多くは 1970 年代以降に建設されており、今後、50 年以上経過するものが増加する

ことから、道路の修繕や橋梁の架け替えにあっては、今までの事後保全的な対応から、定期点検や

パトロールを一層徹底し、予防的な修繕や計画的な架け替えを着実に進めていくことが必要です。 

〇町道の除雪については、早期除雪による路線の確保に努めていますが、今後は運転手の高齢化や

人員不足が予想されます。限られた予算のなかで冬道の安全な交通の確保や日常生活に支障が

でないよう、除雪体制の効率化が必要となります。今後も適時、除雪路線の見直しや住宅周辺歩

道の除雪に対する住民の理解と協力を求めていく必要があります。 
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施策と取組内容 
 

① 主要幹線道路の整備促進 

■高規格幹線道路帯広・広尾自動車道の整備促進を働きかけます。 

② 国道・道道の整備促進 

■橋梁の拡幅改良を要請します。 

■歩道や信号機・交通標識等の交通安全対策の強化・推進と避難道路の整備を要請します。 

■路肩や歩道の定期的な草刈り、冬期間の防雪対策や路面凍結対策、除排雪の充実を要請しま

す。 

③ 町道の整備 

■既存道路の適切な維持管理や生活道路の整備、橋梁の長寿命化を行い、良好な地域環境の

保全を図ります。 

■歩道等の交通安全施設の整備に努め、歩行者に優しい道づくりを進めます。 

■企業誘致等において、必要となるインフラ整備を進めます。 

④ 除雪・排雪体制の効率化 

■道路における除雪・排雪体制を維持するため、人員不足に対応した「除雪機械の１人乗り化」の

推進を図ります。 

■積雪時に対応するため、地域ごとの積雪状況を遠隔監視し、早期除雪が行えるよう、環境の整

備を図ります。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

橋梁健全度※１Ⅲ以上の橋梁 ５橋 ０橋 

町道舗装率 ３９．０％ ４０．０％ 

 

※１ 橋梁健全度 

区 分 状 態 

Ⅰ 健全 道路橋の機能に支障が生じていない状態。 

Ⅱ 予防措置段階 道路橋の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ず

ることが望ましい状態。 

Ⅲ 早期措置段階 道路橋の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態。 

Ⅳ 緊急措置段階 道路橋の機能に支障が生じている、または生じる可能性が著しく高く、緊急

に措置を講ずべき状態。 
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4-5 公共交通 

関連する SDGs 

    

     

 

目指す姿 
将来にわたって住民の交通手段を確保するため、誰もが安心して移動できる利便性

の高い持続可能な公共交通ネットワークの形成を目指します。 

 

現状と課題 

〇圏域の中心都市である帯広市から広尾町までは、民間バス事業者が路線バスを運行しており、通

学や高齢者等の通院に利用されています。国や北海道とともに沿線自治体がバス事業者を支援

しながら路線バスを運行していますが、利用者減少や運転手不足等により安定的なサービスの維

持・確保が難しくなってきていることから、将来的に持続可能な公共交通を確保するため沿線地域

と交通事業者が連携して利便性の向上や最適な運行形態について検討していく必要があります。 

〇市街地においては、高齢者等の通院や買物の足を確保するため、定時定路線型のコミュニティバ

スを運行するとともに、農村部へは、スクールバスへの混乗方式により、通院・買物等にも利用でき

るよう、ふれあいバスを運行しています。 

〇高齢化に伴う免許返納者の増加等により、ますます交通弱者が増え、公共交通の重要性が一層高

まることから、引き続き住民にとって利便性の高い交通体系の維持・確保を図る必要があります。 

〇郊外部においては、デマンドバスなど、利用者の視点に立った公共交通の導入について、継続的に

検討していく必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 生活バス路線の確保 

■沿線地域及び交通事業者と連携し持続可能なバス路線の確保に努めます。 

② コミュニティバスの利便性向上 

■コミュニティバスやふれあいバスの利便性向上に努めます。 

■郊外部におけるデマンドバス等の導入を検討します。 

③ 持続可能な公共交通の確保 

■町内外への移動の足の利便性向上に向け、道の駅を交通拠点として機能強化を図ります。 

■自動運転技術の導入やMaaS※１等の新たな交通サービスの導入を検討します。 

 

※１ MaaS（モビリティ・アズ・ア・サービス） 

複数の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービス。 
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施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

コミュニティバス利用者数※１ 544人/年 3,000人/年 

 

  ※１ コミュニティバス利用者数 

R4（2022）年度実績値は、R4（2022）年 12月～R5（2023）年 3月の利用者数。 
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4-6 公園・緑地 

関連する SDGs 

      

   

 

目指す姿 
住民の多様なニーズや生活様式の変化を踏まえた幅広い世代の住民に利用される

公園づくりを推進します。 

 

現状と課題 

〇公園や緑地は、住民のやすらぎや憩いの空間として、また、健康増進やスポーツ・レクリエーションの

場、コミュニティや災害対応施設として重要な機能を持っています。 

〇本町には、柏林公園をはじめ、カムイコタン公園や中央運動公園、歴舟川河川緑地等の大きな公

園や身近な公園があります。遊具の老朽化や利用頻度が低い公園もみられるため、維持管理費の

節減に努めながら、環境保全や適正配置も含め、適切な維持管理を図っていく必要があります。 

〇新たな公園や既存の公園の遊具、設備等の充実についての住民ニーズが高まっていることと、近

年の自然災害の頻発による防災拠点としての公園の重要性も高まっていることから、防災公園等

の多機能な公園の整備が求められています。 

〇町内には、萠和山森林公園、晩成ふれあいの森、カムイコタン公園等に自然樹木が多く残されてい

ます。また、公園や街路の植樹や花壇の設置等を行っているほか、町花コスモスの種まきや町民植

樹祭を開催し、多くの住民が参加しています。 

 

施策と取組内容 
 

① 公園の整備、維持管理 

■にぎわいや交流機会の創出と誰もが安心して利用できる公園を目指し、公園の特性やユニバ

ーサルデザインに配慮した整備を推進します。 

■地域の住民にとってより愛着が感じられる空間となるよう、住民と協働で維持管理に努めます。 

② 緑化の推進 

■住民が散策等を楽しめるよう、歴舟川河川緑地の維持と活用を推進します。 

■自然林、防風林等を保全するとともに、自然の重要性を広く啓発し、保全活動への参加を促進し

ます。 

■公共施設周辺への花の植栽、維持管理に努めます。 

③ 景観の充実 

■道路、公園、河川、公共建築物等の都市基盤施設の整備にあたっては、周辺景観との調和に配

慮した整備を推進します。 

■景観意識の普及・啓発に努め、住民・事業者の景観づくりへの取組を支援します。 
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施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

公園新規・再編整備件数 0件 2件 

  



57 

 

4-7住環境 

関連する SDGs 

    

     

 

目指す姿 
公営住宅の計画的な更新や空き家等の有効活用など、必要な住宅政策を進めると

ともに、移住定住を促進する宅地の分譲など、住みよい住環境づくりを目指します。 

 

現状と課題 

〇少子化による人口減少、市街地の空洞化を防ぐため、公共施設の良好な環境を維持・形成しなが

ら、機能の見直し、集約を図り、コンパクトなまちづくりを目指していくことが必要です。 

〇市街地の整備にあたっては、歩行者や自転車の安全で快適な通行を確保するためのバリアフリー

化や都市防災体制の確立等が必要です。今後は、道の駅を拠点として、ソフト事業の充実等により、

人が集まる仕掛けづくりを進めていく必要があります。 

〇宅地については、過疎化や高齢化が進むなか、まちなか居住を推進する上で、都市計画や各種住

宅施策と連動した移住・定住対策が必要となってきます。また、住宅では、移住・定住希望者が増

加してきており、供給不足にならないよう、対策する必要があります。 

〇戸建て住宅への居住の促進を図るため、空き家となった教員住宅や職員住宅等の売却を進め、公

営住宅跡地等の未利用となっている町有地についても、有効活用が図れるよう、整備を進める必

要があります。 

〇近年の生活スタイルの多様化により、求められる公営住宅も変化しつつあり、これらのニーズを踏

まえながら、社会情勢に対応した住環境の整備を行っていく必要があります。 

〇令和３（2021）年度に策定した公営住宅等長寿命化計画に基づき、計画的な建替え事業の推進

及び公営住宅ストックの長寿命化改善の実施に努めていく必要があります。 

〇公営住宅等の整備においては、政府の指針や省エネ基準への適合を踏まえ、ZEH※１等の仕様で

の整備や、太陽光発電設備の設置について検討する必要があります。 

〇今後も増加する空き家の対策について、総合的かつ継続的に実施することが求められています。除

却・活用等への支援を進めることで、安心安全な地域社会の確保及び住環境の向上並びに地域

活性化につなげる必要があります。 

 

※１ ZEH(ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス) 

断熱性向上等により年間の一次消費エネルギー量を大幅に削減し、収支を正味ゼロにする住宅。 
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施策と取組内容 
 

① 市街地の整備・改善 

■新たな居住環境やまちのにぎわいの創出を目指し、住民のまちづくり意識の醸成や合意形成の

促進に向けた自主的な取組を支援します。 

■民間活力を活用しながら、活気、魅力、にぎわいのあふれるまちとして整備を進めます。 

■公民連携により、公共空間を活用し、まちなかの魅力の向上を図ります。 

② 住環境の整備促進 

■移住定住を促進するため、未利用となっている町有地の有効活用を図るなど、宅地の分譲・整

備を進めます。 

■住環境整備の啓発とともに、建築物の耐震性能の向上を図ります。 

■北方型住宅 ZERO※１等の脱炭素化住宅や IoT※２住宅等のスマート住宅への支援を進めます。 

■民間賃貸住宅の需要と供給を把握した上で、必要な施策を検討します。 

③ 公営住宅の整備 

■ユニバーサルデザインを導入した公営住宅の建替えや改修等を進め、建物の安全性や入居者

の居住性を高めるとともに、町産材を積極的に活用します。 

■ZEH水準や太陽光発電設備の設置など、国や北海道の整備基準等を踏まえた仕様について

検討します。 

■民間活力を活用した市街地の整備を図りながら、防災性に優れた良好な住環境の整備と多様

な手法による公営住宅の確保を進めます。 

④ 空き家対策 

■空き家等の発生抑制や適切な管理、老朽化した空き家の除却支援に取り組み、良好な生活環

境の保全を図ります。 

■地域活性化につながる空き家活用への支援を進めます。 

■空き家対策を総合的かつ継続的に推進するために民間団体等との連携を図ります。 

 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

新築住宅戸数※３ １３戸 １５０戸 

 

  ※１ 北方型住宅 ZERO 

    再生可能エネルギーや道産木材活用等の住宅の脱炭素化に資する様々な対策を地域の特性に 

応じて取り入れることができる質の高い住まい。 

  ※２ IoT（インターネット・オブ・シングス） 

    パソコン等の情報機器が接続していたインターネットに、家電製品等の様々なモノをつなげる技術。 

  ※３ 新築住宅戸数 

    R4（2022）年度以降の累計。                                                    
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4-8火葬場・墓地 

関連する SDGs 

  

       

 

目指す姿 火葬場・墓地の適切な維持管理に努めます。 

 

現状と課題 

〇本町にある火葬場は、大樹町と幕別町忠類地区の利用を対象に、南十勝複合事務組合により管

理・運営が行われていますが、老朽化に伴う改築も想定しながら、今後も利用状況に応じた改修、

整備を行っていくことが必要です。 

〇本町では、町内に１１か所ある墓地のうち４か所を管理しています。墓地の環境整備として、雑草除

去や樹木の剪定等を行っていますが、周辺環境の整備も含め、引き続き適切な管理に努めていく

ことが必要です。また、少子高齢化の社会事情を踏まえ、合同納骨塚の整備について検討を行っ

ていくことが必要です。 

 

施策と取組内容 
 

① 火葬場の維持・整備 

■施設、設備の改築・維持管理に努めます。 

② 墓地の維持・整備 

■周辺環境の整備とともに、設置設備の維持管理に努めます。 

■ごみの持ち帰りの啓発、墓地使用料の見直しを検討します。 

■少子高齢化の社会事情を踏まえ、合同納骨塚の整備を検討します。 
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第５章 地域共創やデジタル化が進むまち 

5-1コミュニティ・協働 

関連する SDGs 

       

  

 

目指す姿 
住民・事業者・行政がそれぞれの役割と責任を果たす、地域が一体となった協働の

まちづくりを推進します。 

 

現状と課題 

〇本町では、昭和２７（1952）年度に行政区設置条例を制定して以来、行政区がコミュニティ単位と

なっています。近年、過疎化や離農者の増加、市街地への人口集中等で行政区内の戸数は大きく

変化しており、行政区間の不均衡の是正やコミュニティ機能の維持のため、再編・合併が課題とな

っています。 

〇外国人実習生の転入が増えており、言葉の壁はあるものの共生を図るためにコミュニティ活動へ

の参加を促すことが必要です。 

〇各行政区では、環境美化や福祉など、様々な活動が行われています。今後も、自治意識が高まるよ

うに促しながら、自主的な活動を支援していくことが必要です。 

〇各行政区の活動拠点である施設が現在２９か所ありますが、老朽化が進んでいる施設も多く、他

の公共施設の有効活用も踏まえながら、活発なコミュニティ活動を支える場の確保が必要です。 

〇地方分権が進み住民が自ら地域を考え、地域づくりに主体的に取り組んでいくことが求められて

います。本町では、まちづくりに関する意見交換の場として「町長と語る会」や「ブロック別懇談会」、

「たいき未来共創会議」を実施しているほか、各種審議会における委員公募制の導入、各種使用

料の改定や大型事業の実施に関する住民説明会の開催など、住民の声と意志を尊重しながら、ま

ちづくりを進めています。 

○誰もが自分らしく輝いて暮らせるまちを築いていくために、男女が互いに人権を尊重し合い、一人

一人の個性や能力を十分に発揮できる男女共同参画社会を形成する必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 自治意識の高揚 

■自治意識を高める研修を充実させるとともに、地域リーダーの育成を図ります。 

② 行政区組織の育成 

■行政区相互の情報交換、交流機会の充実に努めます。 
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③ コミュニティ活動の促進 

■地域コミュニティの活性化のため、多くの住民が参加・協力できる体制づくりに努めます。 

④ まちづくり活動への参画機会の拡大 

■地域や団体との懇談会を定例化するとともに、住民各層と大樹町の将来像を描く「たいき未来

共創会議」を定期的に開催します。 

■各種計画策定における委員等の公募、ワークショップの開催やパブリックコメント等による住民

の参画を推進します。 

⑤ 男女共同参画社会の実現 

■男女の枠にとらわれず、あらゆる場面で一人一人の個性や能力が十分に発揮できる男女共同

参画社会の実現を目指します。 

⑥ 多様な主体とのつながりの形成 

■住民、事業所、関係団体、地域等の多様な主体の参画を促し、それぞれが持つ力を存分に発揮

するパートナーシップを構築し、効果的な事業展開を図ります。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

地域コミュニティ事業補助件数 26件/年 40件/年 
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5-2交流・移住定住 

関連する SDGs 

      

   

 

目指す姿 

町内外の企業、学校、個人など、多様な人が定期的・継続的にまちに関わりを持ち、

地域に暮らす人とつながる仕組みを構築することにより、新たな人の流れの創出と

交流人口・関係人口の拡大を目指します。 

 

現状と課題 

〇新型コロナウイルス感染症の影響により、田舎暮らしが注目を集めるとともに、テレワーク等の普及

に伴い働き方やライフスタイルが多様化していることを踏まえ、サテライトオフィスやコワーキングス

ペース※１など、移住や定住、関係人口の創出拡大に向けた受入体制の整備や積極的な情報発信

を行っていく必要があります。 

〇社会生活をより豊かなものとし、お互いを思いやり、支え合う地域社会を育むとともに、人と人との

絆を一層強めていくため、世代間交流の充実を図っていく必要があります。 

〇本町は、福島県相馬市と姉妹都市の盟約をしており、群馬県吉岡町と友好都市の協定を締結して

いるほか、航空宇宙関連のまちづくりを進める国内７市町で組織される銀河連邦に加盟し、人や物

産の交流を行っています。 

〇町名「大樹」と同じ地名を縁とする台湾高雄市大樹區との間に友好交流協定を締結し、教育や文

化交流、高校生の見学旅行の実施など、相互交流が進められています。 

〇本町では、労働目的の外国人が増加傾向にあることから、日本文化や習慣に対して早期に慣れる

ための支援体制の構築や異文化の理解、国際感覚を身につけた人材の育成など、外国人との共

生について必要な施策や支援を講じる必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 移住・定住の促進 

■移住希望者等への移住相談体制の充実を図るとともに、移住・定住に関する情報を積極的に

発信します。 

■ワーキングステイ住宅や移住希望者向け住宅の活用を推進します。 

■町内の空き家や空き地の有効活用を図り、移住・定住を促進します。 

■民間との連携も図りながら、サテライトオフィスやコワーキングスペースの整備を推進します。 

 

  ※１ コワーキングスペース 

    異なる職業や仕事を持った利用者が同じ場所にある設備を共有しながら仕事をする場所。 
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② 世代間交流の推進 

■福祉や学習、地域活動等での世代間交流の拡大と世代間交流を推進する機会の充実に努め

ます。 

③ 地域の特性を活かした交流の推進 

■姉妹都市、友好都市、銀河連邦加盟国との交流を推進します。 

■雄大な自然をフィールドとしたアウトドアなど、地域資源を活かした交流の推進に努めます。 

■スポーツ団体の合宿誘致、スポーツ・文化活動を通じた幅広い交流を進め、交流人口の拡大を

図ります。 

④ 国際交流の推進 

■海外友好交流協定締結都市との交流を推進します。 

■外国語教育等の充実に努め、国際化に対応した人材の育成を図ります。 

■外国人労働者や実習生の受入れ環境の整備を推進します。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

ワーキングステイ住宅・移住希望者向け

住宅利用件数※１ 
14件 100件 

サテライトオフィス・コワーキングスペー

ス等設置件数※２ 
3件 5件 

 

  ※１ ワーキングステイ住宅・移住希望者向け住宅利用件数 

    令和２（2020）年度以降の累計。 

  ※２ サテライトオフィス・コワーキングスペース等設置件数 

    令和２（2020）年度以降の累計。 
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5-3情報通信・デジタル化 

関連する SDGs 

       

  

 

目指す姿 
Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０※1 時代に対応するため、地域内におけるＩＣＴ化を推進し、住民の利便

性向上と行政事務の効率化を目指します。 

 

現状と課題 

〇情報通信においては、通信基盤の整備や通信技術の向上により、高速化と大容量化が進んでいま

す。また、スマートフォンやタブレット型端末など、多種多様な通信機能をもつ機器の普及とそれらを

支える高速無線通信の基盤整備も急速に進んでいます。 

〇本町では、令和２（2020）年度にこれまで未整備であった農漁村地域の光ファイバー等電気通信

設備が完了し、令和４（2022）年度から町内全域で高速通信サービスの供用が開始されました。 

〇デジタル化は、住民生活や産業経済活動を支える大きな柱であり、一層重要性が高まることから、

今後の情報通信技術の発展や基盤整備の進展に対応した取組を進めるとともに、学校教育におけ

る環境整備や内容の充実、住民のすべてがその恩恵を享受できるよう、知識の習得や啓発を進めて

いく必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 情報通信・デジタル化の普及促進 

■社会全体でスマートフォンやインターネット等による情報化社会への進展が加速化しており、時

代の流れに則した情報通信メディアの普及を促進します。 

■高度なＩＣＴを活用し、教育、福祉など、あらゆる分野で質の高い住民サービスを提供することを

目指します。 

■行政をはじめ、地域社会全体のＤＸの推進に努めます。 

② 効率的な行政事務の推進 

■ＩＣＴ環境の整備に努めます。 

■ＩＣＴ・デジタル人材の育成に取り組みます。 

■マイナンバーカードを活用した行政手続等のオンライン化やキャッシュレス化に積極的に取り組

み、行政サービスの向上と行政事務の効率化を図ります。 

 

※1 Society5.0（ソサエティー5.0） 

狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に次ぐ第５の新たな社会として、仮想空間と現実空間を 

高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する社会。 
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施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

マイナンバーカード交付率 69.9％ 95.0％ 

オンライン化した行政手続きの項目数 0項目 10項目 
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5-4行財政 

関連する SDGs 

      

   

 

目指す姿 
住民生活に最も身近な行政機関として、質の高い住民サービスを提供するとともに、

歳入と歳出のバランスが取れた行財政運営を目指します。 

 

現状と課題 

〇地方の行財政を取り巻く環境がめまぐるしく変化するなか、地域の実情やニーズに柔軟に対応して

いくためには、効率的で計画的な行財政運営が求められています。 

〇本町では、地域課題や行政ニーズに柔軟に対応できる組織・機構づくりに努めているほか、DX の

推進、ICT 化の取組等による業務の効率化を進めています。今後も行財政改革の断続的な実施

により、効率的・効果的な行政運営体制を確立するとともに、交付事務の迅速化、電子申請の拡大

や接遇の向上など、行政サービスの向上、改善に努めていくことが必要です。 

〇職員の環境に対する意識啓発に向け、ＳＤＧｓや脱炭素化に向けた取組等を進めるとともに、省エ

ネ・資源の有効活用に努めていくことが必要です。 

〇行政評価については、総合計画及び総合戦略の施策について内部評価を行うとともに、その結果

を産官学金労言士で組織する「大樹町まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議」に報告して、意

見をいただきながら施策の推進に努めています。 

〇毎月「広報たいき」を発行し、行政の課題や取組状況、住民に身近な話題等の情報提供に努めて

いるほか、防災行政無線を通じて昼と夜の定時放送で各戸へお知らせ等の情報を発信しています。

また、ホームページでは、町内外の多くの人に対してまちの取組や魅力等の情報を紹介しています。

今後も各媒体の特性を活かしながら効果的な広報の充実に努めていくことが必要です。 

〇「町長と語る会」、「ブロック別懇談会」、「たいき未来共創会議」で住民との対話の場を設けていま

す。また、「広聴手紙」やホームページを通じて町内外の人の声を聞く手段としています。町政への

意見や要望を把握し、施策に反映させるため、広聴体制や手段の拡充を検討していく必要があり

ます。 

〇人口減少、高齢化に伴い税収が減少し、高齢者の福祉や医療費の増加など、財政への負担が増

えてきており、財源の確保が課題となっています。 

〇行政の効率化や公共施設の適切な整備・活用、地域特性を生かした産業振興など、経済成長を

促進する施策を積極的に推進していく必要があります。 

〇歳入と歳出のバランスを保ちながら、将来の世代にも適切な公共サービスを提供していくため、持

続可能な財政の運営を行っていく必要があります。 

〇納税については、口座振替の促進や広報活動等により収納率の向上に努めていくことが必要です。 
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施策と取組内容 
 

① 効率的な行政運営 

■地域課題や行政ニーズに柔軟に対応した行政運営に努めます。 

■行財政改革の実施により、効率的・効果的な行政運営体制を確立するとともに、交付事務の迅

速化、電子申請の拡大や接遇の向上など、行政サービスの向上、改善に努めます。 

■職員の環境に対する意識啓発に向け、ＳＤＧｓや脱炭素化に向けた取組を積極的に進めます。 

② 総合計画及び総合戦略の進行管理 

■PDCA サイクルを推進し、内部評価及び外部評価による進行管理・行政評価を行い、施策や事

務事業の改善に努めます。 

③ 広報・広聴の充実 

■町政に関する様々な情報を分かりやすく提供できるよう、広報紙の紙面構成や記事内容を工夫

し、身近で親しみのある広報紙を目指します。 

■「町長と語る会」、「ブロック別懇談会」、「たいき未来共創会議」など、広聴活動の機会を充実

させ、幅広い年代の住民の意見を把握します。  

■効果的な広報・広聴活動が実施できるよう、SNS等を活用した情報発信を検討します。 

④ 健全な財政運営 

■支出削減や収入増加策を検討し、財政の持続可能性を確保します。 

■予算の見直しや事業の評価、適切な優先順位付け等により、無駄な支出を減らします。 

■町税等の徴収強化や未利用資産の有効活用など、歳入確保に取り組みます。 

■債務の返済計画や金利管理等を適切に行い、財政の安定性を確保します。 

■経済成長を促す政策を推進し、経済成長に伴う税収増加など、財政基盤の強化に寄与します。 

⑤ 公共施設の整備・活用 

■公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の維持管理に努めるとともに、適切な整備・活

用を図ります。 

⑥ ふるさと納税の推進 

■ふるさと納税を活用して、新たな特産品や体験型観光商品等の返礼品を生み出し、広くＰＲする

ことにより、町内産業の活性化を図るとともに、財源確保に努めます。 

■企業版ふるさと納税の活用により企業との連携を図るとともに、財源確保に努めます。 
 

施策の達成度を測るための指標 
R４（2022）年度 

実績値 

R15（2033）年度 

目標値 

経常収支比率※1 88.6％ 88.6％ 

実質公債費比率※２ 9.5％ 13.0％ 

 

  ※１ 経常収支比率 

    地方税等の経常的な収入が、人件費等の経常的な経費にどの程度充てられているかを示す比率。 

  ※２ 実質公債費比率 

    一般会計等が負担する元利償還金や準元利償還金の標準財政規模に対する比率。  
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5-5 広域行政 

関連する SDGs 

     

    

 

目指す姿 
住民の生活圏拡大への対応や事務事業の効率化を図るため、関係機関や関係市

町村との連携強化を推進します。 

 

現状と課題 

〇人口減少や少子高齢化が進み、対応しなければならない事務事業が増え、小規模な自治体単独

での対応が困難になってきており、更に、日常生活圏の拡大、価値観や生活スタイルの変化等に伴

い、近隣自治体との連携による広域的な行政サービスへの取組が重要となっています。 

〇十勝管内１９市町村で構成する十勝圏複合事務組合では、広域的な振興計画の策定や十勝市町

村税滞納整理機構の運営を行うほか、令和 10（2028）年度から供用開始予定のごみの新中間

処理施設の整備にも取り組んでいます。 

〇十勝管内 19 市町村で構成するとかち広域消防事務組合では、消防事務の共同処理が行われて

います。 

〇帯広市を中心市とする十勝管内 19 市町村で構成する十勝定住自立圏では、医療や福祉、産業

振興等の分野において広域で共通の課題に取り組んでいます。 

〇ごみ処理や火葬場の運営、介護保険の認定審査など、様々な分野で広域連携を進めており、効率

的な行政運営を推進し、地域の活性化や住民サービスの向上につなげるため、今後も取組を継続

していく必要があります。 

 

施策と取組内容 
 

① 広域行政の推進 

■一部事務組合や介護認定等の共同事務を円滑に進め、連携を強化します。 

② 広域的な取組の推進 

■広域的な課題の解決に向け、関係自治体や関係団体と連携した取組を推進します。 
 


